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開会 午前 ９時００分 

○議長（野口久之君） 改めまして、皆さんおはようございます。 

  本日はご参集いただき、大変ご苦労さまでございます。 

  ただいまの出席議員は１６名であります。 

  定足数に達しておりますので、平成２７年第４回京丹波町議会定例会を再開いたします。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

 

《日程第１、会議録署名議員の指名》 

○議長（野口久之君） 日程第１、会議録署名議員の指名をいたします。 

  会議録署名議員は、会議規則第１２６条の規定により、１番議員・坂本美智代君、２番議

員・東まさ子君を指名します。 

 

《日程第２、諸般の報告》 

○議長（野口久之君） 日程第２、諸般の報告を行います。 

  １２月８日に議会広報特別委員会が開催され、広報発行に向け協議が行われました。 

  本日の本会議に、京丹波町ケーブルテレビの撮影・収録を許可しましたので報告します。 

  本町の新規採用職員研修のため、本定例会における一般質問を傍聴したい旨、届け出があ

り、許可したので、報告します。 

  以上で諸般の報告を終わります。 

 

《日程第３、一般質問》 

○議長（野口久之君） 日程第３、一般質問を行います。 

  一般質問は、通告に従い、順次発言を許可します。 

  最初に、梅原好範君の発言を許可します。 

  梅原君。 

○１３番（梅原好範君） 皆さん、改めまして、おはようございます。 

  本年１０月、本町は行政再編後１０年が経過したことを契機として、京丹波町の運用開始

と同時に誕生し、今年で１０歳を迎えられました子どもさんを初め、多くの関係者が見守る

中で、盛大な記念式典が開催されました。 

  式典では、新町の立ち上げから今日までの経過が映像を通して紹介され、当時私も先輩の

皆様に導かれながら法定合併協議会の一員として取り組ませていただいたことから、感慨深
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く見るものでした。 

  その後は、新町の運用開始以降、地域づくりを初め、さまざまな分野で多大なご貢献をい

ただいた皆様の表彰式が行われ、長年にわたるご尽力に対し、町を挙げての感謝をしながら、

自治功労表彰、功績表彰、善行表彰が授与されました。 

  このような皆様のご苦労のもとに、現在の京丹波町が成り立っております事実に対し、こ

こに改めまして、心からの感謝と御礼を申し上げます。 

  受賞されました皆様、長い間本当にご苦労さまでした。そして、ありがとうございました。 

  京丹波町が誕生し、今日まで歩みを進めてきた経過には、行政の積極的な地域支援策によ

る住民参加、むしろ住民みずからが地域の活性化を求めて活動を進めていく新しいスタイル

が各地に芽生え出し、それぞれの地域にしっかりと根づきながら、大きな地域力を創出して

いることが、その特徴として挙げられます。 

  行政再編という荒波を地域として理解し、その現実を受けとめながら、本支所の地域支援

室と密接に連携する活動を進めたことにより、１０年が経過した今日では、地域力の結集を

町内外に広く発信する各種イベントの開催、または、ふるさとレスキュー制度への参画や各

地で自主防災組織を立ち上げ、地域の安心感をみずからが創出していく活動が実施されるよ

うになりました。 

  これらの活動は行政が従来から進めております地域活性化事業、防災対策事業、保健福祉

事業に勝るとも劣らない効果を発揮しながら、各地域に受け入れられております。 

  そして、再編後１０年の経過の中で、特筆すべきは新しい枠組みの中で何度も難しい選択

をしながら、本町が求める一体感の醸成に貢献されました町内各種団体の皆様のご理解、さ

らに、合併直後には行政事務が混乱を極める中で、大変な苦労をしながら、円滑な運用に努

めていただいた職員さんの姿を見過ごすことはあり得ない事実として、強く認識しながら感

謝するものです。 

  本町は、既に次の１０年を目指して歩みを進めております。今日までの経過にそれぞれの

皆さんが自信を持ち、今後におきましても住民の皆様が日々感じられる日常生活の満足度の

維持と向上を目指し、ともに全力を尽くして取り組んでまいりましょう。 

  それでは、これより平成２７年第４回定例会における私の一般質問を、提出しました通告

書に従い行います。 

  まず、１点目の質問として、ＪＲ和知駅前を軸とした同地域の活性化について、町長にお

聞きします。 

  利用者の減少に伴い無人化された町内４カ所の駅、下山駅、和知駅、安栖里駅、立木駅に
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ついては、地元ボランティアの皆様により、清掃等の定期的なお手入れをいただいておりま

して、そのおかげさまで、誰もが気持ちよく利用できる状態に維持されております。 

  とりわけ、ＪＲ和知駅につきましては、長年にわたり地域の玄関口として大切に守り続け

られており、駅舎内での切符販売や喫茶室の運営、さらに、駅前広場を活用し各種イベント

を開催されるなど、地域住民による積極的な取り組みが継続して実施されております。 

  このような経過のもとで、このたび駅前周辺施設を利用される皆様、そして、同駅周辺を

核として地域づくりにご尽力いただいております皆様の切実な願いがかない、駅舎に隣接す

るトイレの大規模な改修工事が実現したことは、大変ありがたいことであり、同駅では利用

者の方々に、１２月中にはきれいで気持ちよく使ってもらえる新しいトイレができますよと、

声かけをしながら、大変喜ばれております。 

  今回、京都府による駅再生プロジェクトがＪＲ和知駅を対象に提案され、同駅と周辺の関

係者の皆様は歓迎しながら、日頃続けておられる活動の追い風になるものとして、大きな期

待を寄せられております。 

  京都府と京都大学、そして、地域活性化団体と和知支所が密接に連携しながら進める駅再

生プロジェクトの内容は、どのように捉えられているのか、町長にお聞きします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） はい、それじゃあ、皆さんおはようございます。今日１日、お答えし

てまいりたいと思います。 

  まず、結論から申しますと、今言ってもらったとおり、その駅再生プロジェクトアクショ

ンプランというものを追い風にぜひしてもらいたいということであります。これは京都府が

主体となりまして、鉄道路線の維持・確保、あるいは駅等の周辺の再生による公共交通の活

性化を図るため、取り組んでいらっしゃる事業であります。 

  和知駅については、このプロジェクトの六つのモデル駅の一つに選ばれまして、先行的に

事業の実施を行うこととなりました。取り組みを進めているところであります。 

  公共交通網は、住民生活にとって欠かすことのできない生活基盤であり、和知駅はその交

通網の結節点として重要な役割を担っております。 

  また、観光推進においても、鉄道路線は大変重要な交通網であります。和知駅を拠点、町

の玄関口として、長老ヶ岳の国定公園化や森の京都事業などと連携して、観光拠点としての

機能を有することができるのではないかと、私自身考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 梅原君。 
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○１３番（梅原好範君） この事業に関しては、地域と和知支所のみにとどまることなく、町

全域に影響を及ぼす重要な事業であるとの認識をしながら、町を挙げて強力に推進していく

ことが必ず求められます。 

  町長は本事業に向けた取り組み方針として、どのように進められていくのかお聞きします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 和知駅周辺は、行政機関、あるいは教育・文化施設、金融・商店が集

積しております。和知駅については、和知地域における鉄道利用者の玄関口であると認識、

まずしております。 

  そうした中で、今年度におきましては、従来の駅舎トイレの改修に合わせまして、隣接地

に多目的トイレを新設し、高齢者を初め利用者の利便向上に努めているところでございます。 

  京都府と連携した駅再生プロジェクトの推進に向けては、和知駅の活性化、利用促進だけ

ではなく、全町的に広域的な視点を持つことが重要であると考えております。 

  山陰本線園部以北について、園部－綾部間ですが、複線化を初め、列車の増発、切符のＩ

Ｃカード化の実現など鉄道環境の充実に向けて、京都府を初め、京都丹波基幹交通整備協議

会というものがあるんですが、京都丹波基幹交通整備協議会の山陰本線京都中部複線化促進

協議会とともに取り組んでいきたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 梅原君。 

○１３番（梅原好範君） ＪＲ和知駅前の商店街では、長年駅前商店街として地域に愛されな

がらも、日常生活を取り巻く環境の大きな変化により、やむなく閉店との苦渋の決断をされ

るお店が後を絶ちません。子どもの頃からなれ親しんだお店の閉店を知らせるチラシを見る

ときには、何とも言われぬさみしい気持ちに襲われます。 

  しかし、そのような現状にありながらも、この地に住み続ける皆様は、何とかせなあかん、

その熱い思いを持ち、息の長い活動を続けられております。 

  駅トイレの改修に続き、この駅再生プロジェクトが今日までご尽力をいただいております

皆様の地域を思いやる温かい活動に対し、行政が示すお手伝いとして十分に作用するよう、

町を挙げて取り組んでいただくことの必要性を、いま一度申し上げておきます。 

  次に、２番目の質問として、縦貫道接続後における既存道の駅利用者の推移と課題につい

て、町長にお聞きします。 

  本年７月には京都縦貫道の接続が完了、そして、本町が一大プロジェクトとして建設を進

めてまいりました「京丹波 味夢の里」の運用が華々しく開始されました。 
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  縦貫道が開通した日には、本町の新しい玄関口からお越しいただいた皆様に、和太鼓演奏

を披露しながらお出迎えし、ご協力いただきます地元の皆様により、つきたてのお餅を振る

舞い歓迎するなど、町を挙げてのお祝いムード一色に包まれました。 

  新しい施設の運用面についても想定を大きく上回る活況が今なお継続されており、商品を

納入されている町内業者の方は、まさに寝る間もない忙しさに、うれしい悲鳴をあげておら

れます。 

  近年、町内の多くの業種で慢性的な不況が続いている中で、限られた業種とはなりますが、

本事業が町内業者に対して大きなビジネスチャンスを提供したことは、誰もが認めるもので

す。 

  しかし、一方では開通前より３カ所の既存道の駅「丹波マーケス」、「瑞穂の里・さらび

き」、そして「和」での、通過車両の変動による影響が危惧されておりました。 

  接続完了後、約５カ月が経過する中で、それぞれの施設の利用者数と売上は、現在どのよ

うに推移しているのか、お聞きいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 京都縦貫自動車道の全線開通後の１０月までの利用者の推移ですが、

「丹波マーケス」が前年比１３％減、「瑞穂の里 さらびき」が前年比１７％増、「和」は

前年比２４％減となっております。 

  また、売上は「丹波マーケス」が１０％減、「瑞穂の里・さらびき」が１３％増、「和」

が２２％減となっております。 

  「丹波マーケス」、「和」につきましては、国道９号、２７号の開通後の交通量減少に伴

って利用者が減少していると考えております。「瑞穂の里・さらびき」につきましては、京

丹波みずほインターチェンジの開通によりまして、１７３号線の交通量増加により、利用者

の増加になっているというふうに考えております。 

  １０月に入りまして、「丹波マーケス」、「和」の利用者及び売上は、前年比８％減程度

まで回復しているということを聞いております。 

  この回復傾向は一時的なものかどうかも含めて、今後の推移を見守るとともに、町民の皆

さんの日常生活を支え、皆さんに親しまれ、利用いただける施設として、いわゆる地域密着

型による運営が重要であると考えているところであります。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 梅原君。 

○１３番（梅原好範君） 本町を縦断する交通網の整備完了に伴い、環境変化や施設利用者の
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ニーズに迎合する対応は不可欠なものです。 

  既存道の駅では、当然そのような現状を認識しながら、新たな取り組みを模索し、実行す

る努力をされているものと考えますが、今後は町内における循環についても、一つの選択肢

として取り組むことが求められます。 

  本町では、町営バス運行事業を通じ、スクールバス運行に加え、欠かすことのできない町

民の移動手段確保、そして買い物弱者対策として、町内各所を連結しながら巡回させる町営

バスの運行を実施しており、加えて買い物バスの実証実験にも取り組んだ経過があります。 

  そのような経過のもとで、現在、既存道の駅を経由する運行路線はどのように設定されて

いるのか、お聞きいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 町内１２の路線につきましては、スクールバス機能を取り入れる中で

旧町ごとに学校近くや集客施設などを町営バスの発着拠点として位置づけております。その

区間に各停留所を配置しております。 

  具体的には、丹波地域は京丹波町役場と「丹波マーケス」、瑞穂地域は桧山駅、和知地域

は和知駅を発着拠点として、これらの各地域、各集落を結んでおります。 

  道の駅を経由する路線の設定につきましては、道の駅「京丹波 味夢の里」は町の地域振

興拠点施設または道の駅「丹波マーケス」は、先ほど申しましたとおり、発着拠点として位

置づけております。道の駅「瑞穂の里・さらびき」は、小野鎌谷線で道の駅前の町道中台皿

引野線に停留所、道の駅「和」は、才原大簾線で、須川橋として由良川を挟んだところに停

留所をそれぞれ設けております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 梅原君。 

○１３番（梅原好範君） 町営バスの運行形態については、利用者の利便性や要望に配慮しな

がら、幾度も柔軟な見直しが行われた結果、今日までの所管課の努力により、ほぼ完成した

状態にあると認識しております。 

  それを踏まえた上で、生活環境や交通環境が変化していく中、住民の買い物機会の提供、

町外からの鉄道利用による道の駅来場者などへの対応として、道の駅「和」の利用者増に向

けた対策を求めますが、町長の考え方をお聞きいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 地域住民の買い物とか町外からの観光などに対応するために方法を検

討し、その実現に向け所要の手続を進めていきたいと考えております。 
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  以上です。 

○議長（野口久之君） 梅原君。 

○１３番（梅原好範君） 町長のご理解に対し、感謝を申し上げます。 

  そして、所管課、車両を運行いただく運転手の皆さんには、大変ご苦労をおかけしますが、

よろしくお願いいたします。 

  こうして、町全体で見守っていくべき道の駅ではありますが、その前提として、施設自身

が厳しい企業努力をすることは言うまでもない必須条件となります。 

  そのような中、「瑞穂の里・さらびき」では、お客様に気持ちよく施設を利用いただくた

め、役員の方みずから、早朝のまだ暗い時間から、竹ぼうきを手に落ち葉掃除をされる姿を

拝見し、その真摯な姿勢に感心させられながら、周囲を見渡すと、同様に黙々と作業される

大勢の職員の皆様がおいでになりました。 

  私は、施設を取り巻く環境変化による影響への支援策のみを訴えるのではなく、このよう

な地道な努力を認めた上で、行政の行うべき支援のあり方を求めたいと考えております。 

  町長は、支援のあり方について、どのような意向を持っておられるのか、お聞きいたしま

す。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 支援の方法はいろいろあると思うんですけれど、一義的には地域やっ

たら区長さんとか、要望してくださいいうて率直に申し上げております。各事業者からの要

望についても、担当課を通して相談があって、私の判断を求められるときには、私が一定指

示というのか、判断するんですけれど、今言うてもらったように、私もどっちかいうたら朝

型人間でして、各関係する事業体はできるだけ回らせてもらったりしてるんです。 

  そうしたときに、今言うてもらったような１１月２３日が勤労感謝の日で、私も一番好き

な祝日なんですが、「瑞穂の里・さらびき」の、一般的に言うたら出荷者協議会ですけれど、

農産物等販売部会というのがあって、そのお祭りを催されました。感謝祭ですね。その際私

も招かれて、お祝いを言えということですけれど、激励にまいりました。あるいはお礼を申

し上げたということなんですね。 

  その際、梅原議員さんもおっしゃっていたような縦貫自動車開通後、ただ三つ道の駅があ

ったうちの一つだけが業績が伸びていると、そのことを謙遜されて、通行量が増えたさかい

やって、こう言うてはってんけど、いや決してそうじゃないですよと、管理会社の役員さん

やさかい名前は言いませんけれど、大がらな人がちりとり持って、手ぼうき持って一生懸命

朝早くから清掃にいそしんでいらっしゃる。そして、生産者みずからも一生懸命丹精込めて
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商いに励んでいらっしゃる、そうした相乗効果が業績向上につながったんであって、単に何

ぼ通行量増えたさかい言うたって、なおざりにしとったらとてもああいう結果にならないと

いうふうに私は思いました。そうしたことをそういう農林生産物等販売部会の方にはなむけ

の言葉として贈ったという、それは激励になるんかなというふうに認識しております。 

  なお、民間のそのとき太陽テントのところに、正式名はさておき、太陽テントの玄関を通

ったんですけれど、これはまあ私と同じ和田の松岡健一さんが同じように掃除していらっし

ゃったということも目の当たりにしました。こうしたことで京丹波町全体が活性化している

もんだと、そういう認識でいることを申し上げておきたいと思います。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 梅原君。 

○１３番（梅原好範君） それでは、最後の質問として、旧町時代の平成４年から土砂の搬入

が開始され、平成２３年に当初の計画を早期に繰り上げ受け入れを終了するまで、地域の深

刻な懸念とともに旧町から引き継がれた大倉ヒヨ谷開発事業については、寺尾町長就任後に

は本町の抱える最重要課題としての認識のもとで、住民の皆様のご理解とご協力をいただき

ながら、即座に土地開発公社からの土地買い戻しを行い、その後の積極的な誘致活動のもと

で、住民の意向に基づく大規模太陽光発電施設として民間事業者に貸し付けをし、今日まで

運用されております。 

  過去の経過に疑問を持ち、硬直した感情を持たれていた地域の皆様と、連日、膝をつき合

わせての真剣な議論の末、地域の皆さんとともに導かれた方向性は、間違いのないものであ

ったと高く評価をするものです。 

  以降、今日まで一定の期間が経過した現在、長きにわたりご心配をおかけしていた地域の

皆様に向けた事業の経過報告、そして、塩漬け土地の解消がかなった成功事例としての事業

総括をお聞きいたします。 

  まず、造成工事の途中段階、あるいは盛り土の成形計画策定時には、同埋立地における災

害の発生を予見するような声が多数発せられ、周辺地域に深刻な動揺をもたらした残念な経

過があります。 

  同埋立地の造成工事完了後も、本町では短時間集中降雨による甚大な被害が多数発生して

おり、平成２５年には住宅被害６７棟を含む９６２カ所が災害にあい、翌平成２６年には住

宅１６棟を含む９９カ所の災害が、町内各所で発生いたしました。 

  本町では、この２年だけを見ても、約１，０００件を上回る災害が各地で続出した状況の

中で、同埋立地における被災状況はどのように把握されているのか、お聞きいたします。 
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○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） これ、一つの課題土地であったと思うんですけれど、これからも慎重

に見守っていかんなんというまず認識の上で、平成２５年３月に大倉ヒヨ谷に大規模太陽光

発電所が稼働しました。 

  平成２５年には大雨を伴う台風１８号がまず来襲しております。平成２６年、台風１１号

などによりまして、町内で災害が多発しました。本事業地内においては、河川も含めて被災

箇所はなかったということでございます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 梅原君。 

○１３番（梅原好範君） 災害を想定し、その対応を模索する中で、絶対はあり得ません。し

かし、このような事実経過に基づいた正確な評価は、地域にしっかりと広報するべきものと

考えております。 

  先に申し上げましたように、跡地の利活用については、地域の皆様が示された意向を十分

に反映し、太陽光発電事業者への町有地貸し付けが決定されましたが、運用開始後における

地域と事業者との関係、そして所管する和知支所との連携は、現在円滑に運用されているの

か、お聞きいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 太陽光発電事業者においては、地元大倉区に事業者としてつき合いを

しっかりしていただいているところです。 

  発電事業における近隣の整備や設備の変更などがあった場合においても、和知支所が窓口

となりまして、地域と事業者の連携を図り、運用しているということでございます。 

○議長（野口久之君） 梅原君。 

○１３番（梅原好範君） 旧町から引き継ぎ、後の町政運営に重くのしかかっていた先行取得

用地については、再編後１０年が経過した今日、総額約２３億円にも膨張していた負の遺産、

その全てが解消されました。引き続き、今後においては買い戻した土地の有効利活用が求め

られる中で、同埋立地については地域と行政が手をたずさえ進めたことにより、解決が導か

れた象徴的な成功事例として評価されるべきと考えます。町長は、本事業についてどのよう

に総括をされているのかお聞きいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 太陽光発電事業の実施においては、事業の採算性、あるいは災害被害

といった心配の声もあったわけですが、地元、事業者、町が意見交換を行いながら事業化を
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図りました。問題解決につながったなというふうに現状思っております。 

  一に、地元の皆さんのご理解ご協力がまずあったということ、そして関係者の皆さんの本

当にご指導も含んでご協力もありました。いろんな形が結集して一つのよい例になったとい

うふうに喜んでいるところであります。以上です。 

○議長（野口久之君） 梅原君。 

○１３番（梅原好範君） 東日本大震災の発災を契機として、全国的に沸き起こった電力不安

に対し、本町が住民の安心・安全感の創出に向け、指し示すべき一つの方向性として、大規

模太陽光発電施設の誘致成功と、その後における良好な運用状況、さらに、森の京都構想に

基づく木質バイオマスエネルギー活用計画の推進が上げられます。 

  これらの事業が広く住民に理解され地域に浸透させるためには、モデル地区としての整備

とともに、町内外に向け目的と効果をしっかりと情報発信していくことが必要と考えます。 

  バイオマスエネルギー活用事業等を推進しながら、町全域に安心感を創出させるため、今

後進めていく町長のまちづくりについて、その構想をお聞かせください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 構想の一つとしてお答えしたいと思うんですが、木質バイオマスエネ

ルギーの活用ということがあります。森の京都木質資源活用エリアとして、現在、実施設計

に入っているんですが、市場・大倉地区における地域熱供給システムの取り組みを進めてお

ります。 

  具体的には、チップボイラーを設置しまして、熱導管により、特別養護老人ホームの長老

苑の給湯と暖房、わちエンジェルへの暖房用にその熱を供給していきたいと考えております。 

  この取り組みをモデルとして確立させまして、民間の理解も得ながらほかの地域の特徴に

合ったエネルギー活用の展開も検討していくこととしております。 

  また、この取り組みに加えまして、本町のあらゆるバイオマス資源の持続的な活用を検討

し、エネルギー・環境・産業・コミュニティを柱にしたまちづくりを目指すべきと考えてお

りまして、今年度から京丹波町バイオマス産業都市構想の策定に取り組んでおります。 

  これらの推進に当たっては、行政だけでなく、地域住民、あるいは民間事業者の協力、さ

らには参画が不可欠となってまいります。適時、広報等により理解を求め、適正に実施して

いくことで、地域の再生可能エネルギーを活用した安心安全なまちづくり実現に努めてまい

りたいと考えております。以上でございます。 

○議長（野口久之君） 梅原君。 

○１３番（梅原好範君） これまでの再編後、１０年間には、行政の継続性といわれる呪縛が
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多く存在しましたが、現在では多くの分野ですぐれたものはさらに向上させながら継続し、

また、あしきものについては、見直しを行う姿勢が顕著にあらわれるようになりました。 

  冒頭に申し上げたように、今日の一体感醸成の背景には、町内、各種団体の皆様が、苦労

しながらも、合併したんだから旧町間の垣根は少しでも低くしなければいけないと取り組ん

でいただいた経過が確実に存在いたします。 

  今日まで、町内全ての組織と団体がこうした方向性を持ち、大変なご苦労をされたからこ

そ合併１０年が迎えられたにもかかわらず、今なお旧町間のあつれきを再認識させるような

話が聞こえてくるときがあり、まことに残念に思いながら、憤りを覚えるときがあります。 

  私は、合併協議の末席で、各分野の先輩の皆様のご意見をお聞きしながら、新町立ち上げ

の議論に参加した経過に責任を持ち、今日までみずからの町の一体感醸成に努めていただい

た、各種団体の皆様、そして、新町の運用開始直後から大変な苦労を続けてくれた職員の皆

さんとともに、よりよき京丹波町のまちづくりを目指して、取り組みを進める決意を申し上

げ、私の一般質問を終わります。 

  皆さんありがとうございました。 

○議長（野口久之君） これで梅原好範君の一般質問を終わります。 

  次に、山﨑裕二君の発言を許可します。 

  山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） 平成２７年第４回定例会における山﨑裕二の一般質問を始めます。 

  ４項目起こしております。 

  まず１つ目に、街灯のＬＥＤ化と町街灯設置補助金について質問をいたします。 

  昨年度街灯設置補助金の交付を受けて、３７の区で１６８カ所の街灯の新設取り替えが行

われています。つまり、全体の４割以上の区などで、１区当たり平均４．５４カ所の新設な

いしは取り替えがあり、補助金事業の決算額、１５８万５，０００円より、１カ所当たり、

平均９，４３４．５円。１区当たり平均、４万２，８３７円の補助金が交付された計算にな

ります。このうち、光源に消費電力の少ない高輝度の発光ダイオード、ＬＥＤを採用した安

全灯（以下、「ＬＥＤ街灯」とします。）への補助金の交付は何カ所分で、額は幾らであっ

たか、町長、お答えください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 昨年度ＬＥＤを採用した器具に対しての補助金は、１６８基、１５８

万５，０００円であります。新設、更新にかかわらず、全てＬＥＤを採用されました。 

  以上です。 
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○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） ２つ目ですが、平成１８年４月に施行した街灯設置補助金交付要綱は、

２５年４月に一部条項の追加を行いました。この改正点は１点のみです。 

  第２条、前条に規定する経費は、国または地方公共団体の管理する道路等のほか、区が必

要と認めた箇所を照明する安全灯を設置する事業（以下「事業」）に要する直接経費（以下

「設置費」という。）とし、ここが、以下が追加があった部分ですが、次の各号のいずれか

に該当するものを対象とする。ただし、既設安全灯の撤去及び処分に係る費用を除いた経費

とする。 

  新規に設置するもの。既存の安全灯から光源に消費電力の少ない高輝度の発光ダイオード

（ＬＥＤ）を採用した安全灯に取替えるものとし、ＬＥＤ街灯の新設と取替えを補助対象に

加えました。この意図は何か町長お答えください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 当時、電力需給が逼迫しておったということで、省エネルギー化への

機運が高まっていたことから、ＬＥＤ街灯への取替えを新たに補助対象とすることで、省エ

ネルギー化を推進することとしたということです。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） 改正当時、今よりさらに安くなかったわけですが、第３条の補助金額

などについては手つかずのままでした。同要綱の第３条によると、町長は設置費合計の２分

の１の額から、１，０００円未満の額を切り捨てた額を予算の範囲内において補助するもの

とすると。ただし、当該設置費合計が１０万円を超えるときは、その額を上限とする。 

  ２つ目として、同一年度における、同一の区に対する補助金の合計額が５万円を超えると

きは、前項の規定にかかわらず、その額を限度として交付するとあります。 

  第３条より、各区に広く、平たく配分する制度設計であると演繹できます。 

  しかし、この点は、逆から見ると、補助金を受けたとしても、その交付額の年間上限は５

万円であり、箇所数が増えるほどさらには一般的にまだ安価とは言えない街灯のＬＥＤ化を

早期に促進するほど区の持ち出しは増えることになると察します。 

  日進月歩の分野で、普及価格帯が下がってきているとはいえ、従来の蛍光灯などの街灯に

比べ、まだまだ決して安価とは言えません。両者の普及価格帯を比べると、何倍かの差があ

るというふうに考えます。 

  新しくなった要綱でも、改正がなかったため、区内の検討段階などで、街灯のＬＥＤ化の

早期推進をちゅうちょしたケースもあるのではないかと察します。 
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  そこで３つ目ですが、一部条項追加段階で、ＬＥＤ街灯は、従来型の安全灯、水銀灯、蛍

光灯と比較して、価格差が看取できたと察するにもかかわらず、同要綱第３条の補助金額な

どの見直しを行わなかった理由はなにか。町長お答えください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 要綱改正前の平成２４年度におきましては、新規設置される街灯の半

数近くがＬＥＤでありましたので、補助対象限度額を考えながら各区において有効に活用い

ただきたいと考えております。このことから、現在使えているものを捨ててまでＬＥＤにつ

け替えるのではなく、老朽化して更新が必要なものから順次取り替えられるものと考えてお

ります、その取り替えのタイミングにおいて、ＬＥＤ化を後押しさせていただくこととした

ものであります。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） 第１条の規定、町長は、区（集落の自治団体をいう。以下同じ。）が

交通の安全、犯罪の予防その他公共の秩序の維持を図るために行う街灯（以下「安全灯」）

の設置事業に要する経費に対し、この告示の定めるところにより、予算の範囲内において補

助金を交付するとあります。これを引用するまでもなく、交通安全、犯罪予防などの住環境

維持、さらには空き家への増加への対応において、各区における街灯の適正な維持管理方策

の重要性は極めて高いと評価できます。 

  また、今後、区の高齢化などと相まって、長寿命化、長寿命省電力による維持管理コスト

の節減などを目指して、第２条２にある街灯のＬＥＤ化は必然的にますます進むと考えられ

ます。今も、その傾向が顕著にあらわれているというふうに思っております。ネックになる

のは、１カ所当たりの高価格に及ぶ初期負担です。街灯のＬＥＤ化を現状の補助金との兼ね

合いで考えると、仮に６０カ所区内に対象があったとし、補助金を最大限活用していった場

合、毎年４カ所ぐらいの進捗となり、２０年、３０年近くを要することになります。超長期

的なスパン過ぎて、現実的な事業計画からかけ離れることを理由に、頓挫してしまうのでは

ないかと思料します。 

  また、関西電力への公衆街路灯種別変更などの申請において、同方式の街灯の場合、オン

ラインで一括申請が可能となり、事務手数料などが圧縮できるといった効果もあるようです

が、長期になるほど事務が煩雑になるばかりでなく、経費もかさみます。 

  そこで、４つ目ですが、高齢化、空き家増加への対応、さらには超寿命、省電力による維

持管理コストの節減などを目指して、街灯のＬＥＤ化を一層推進していく必要はあると評価
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する。並行して、街灯設置の趣旨として、同要綱第１条に交通安全、犯罪予防ほか、公共秩

序の維持を図るために規定するのであれば、特にＬＥＤ街灯設置のコストなどを綿密に勘案

した見直しを行い、現実的・機能的な補助のあり方に切り替えていくべきと考えるが、町長

の見解をお聞かせください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 一度に更新すれば、今年度において同様の経費が発生します。１年限

りの補助金ではありませんので、計画的、継続的に整備いただければと思っております。 

  また、限られた予算をできるだけ多くの区で活用いただけるよう努めてまいりたいと考え

ております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） ５つ目ですが、環境省による地域におけるＬＥＤ照明導入促進事業、

２８年度の要求額として、多いのか少ないのか１６億円とあります。活用に向けた構えや備

えなどの検討は行っているのか町長お答えください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 確かに、平成２８年度の地域におけるＬＥＤ照明導入促進事業という

ものがあります。現在、資料としては、国の予算概要等は示されているんですが、交付規定

とか、実施要綱につきましては、今後提示されるということになっております。 

  町全体として大規模な取り組みとなることから、今後、本町の状況や、補助事業の内容を

研究し、検討することとしております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） ２つ目、就学援助制度について入ります。 

  就学援助制度に関しては、半年前東議員から一般質問がありました。今回も東議員も一項

目起こされております。私からも何点か質していきます。 

  就学援助の制度の根拠は、学校教育法第１９条、経済的理由により就学困難と認められる

学齢児童生徒の保護者に対しては、市町村は必要な援助を与えなければならない。求めるこ

とができます。 

  生活保護法第６条第２項に規定する要保護者と、それに準ずる程度に困窮している人と、

市町村、教育委員会が認めた者、準・要保護者を対象として、各市町村によって就学援助が

実施されています。実際、就学援助される内容や方法、援助額も市町村によってまちまちで
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す。この点を明らかにしようと思って、府内２６市町村の一覧表を作成すべくインターネッ

ト検索を始めましたが、挫折しました。 

  ウェブサイトによる情報公開がない市町村があり過ぎて、体をなさないと、ほかの方法を

ミックスしないと完成しそうにありませんという状況にありました。図らずも、そのときに

町教育委員会の情報公開の度合いを知ることになりました。しっかり公開してありました。 

  そこで、疑問だったのが、文部科学省の就学援助ポータルサイト内の２６年の就学援助実

施状況、市町村別実施状況によると、町の就学援助の周知方法として、教育委員会のホーム

ページに制度を掲載、先ほどもちょっと言いました、及び毎年度の進級時に学校で就学援助

制度の書類を配付、ここに私持ってきてますが、今年の４月８日付、始業式の日になるかと

思いますが配付、そして、１週間後ぐらいには提出をするというふうなものになっておりま

す。毎年配られております。書類を配付などが未実施との回答であると、これ回答の相違、

誤りはなぜ生じているのか、教育長お答えください。 

○議長（野口久之君） 朝子教育長。 

○教育長（朝子照夫君） 就学援助制度の周知の方法につきましては、文部科学省が調査をさ

れまして、平成２６年度市町村の就学援助実施状況としてホームページで公表されていると

ころでありますが、その内容と本町の実態が違うのではないかというご質問でございます。 

  本町では、就学援助制度の周知につきましては、本町教育委員会のホームページに掲載を

いたしまして、毎年度進級時に児童生徒に案内を配付するとともに、入学時にも案内の配付

を各学校に依頼をしているところでございます。 

  文部科学省の調査では、これらが未実施となっておりますのは、回答漏れをしていたこと

によるものでありました。今後は、慎重に回答をしてまいりたいと存じております。なお、

平成２７年度の同調査におきましては、訂正をしたところです。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） 今、教育長からありましたように、この前、ＰＴＡの会長として、新

入学生の保護者説明会に行ってきたときに、今年の版ですがということで、新入学生の児童

保護者さんに同じような案内が配られたという経緯がありました。今、お答えいただいたと

ころであります。 

  ９月の決算委員会の質疑で、就学援助に関して給食費未納との関連で質問したのを皮切り

に、私を含め、何人かの議員からやりとりがありました。 

  まず、町の現状を確認します。２６年度の就学援助率は、小学校で１２．４８％、中学校
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で１７．８４％、全体では、１４．５７％になるかと思います。 

  内閣府平成２７年版、子ども若者白書の第３章、第３節、子どもの貧困によると、２４年

度ですが、受給率は１５．６４％とあり、全国平均とほとんど大差を認めることができない

状況です。ちなみに、町の就学援助費は、１，０５０万９，４１２円で、その内訳が、小学

校児童数合計６２５人で、４６０万７，９５８円。中学校生徒数合計３９８人で、５９０万

１，４５４円です。 

  また、決算委員会の質疑で感じた町の就学援助の課題としては、学期末ごとに給食費の実

費相当額を就学援助で受給していたにもかかわらず、５年間の長期にわたって、給食費未納

の世帯があったことです。言うまでもなく、就学援助は児童生徒の教育や学習を助けるもの

です。適正な取り扱いが公平性や有効性の観点からも重要になってきます。この点を解決す

る方法として、学期末ごとの給食費の実費支給ではなく、給食の支給をもって援助に変える、

いわゆる現物支給とすることはできないかと提案しました。その際、今後研究していくとの

答弁でした。提案したものの、現物支給という運用に問題はないか。確認の必要性を感じ、

調査を進める中で、京都市を初め、たくさんの市町村で現物支給での援助を実施しているこ

とを知りました。 

  そこで、２つ目ですが、就学援助費受領世帯の給食費未納を未然に防止し、児童生徒の教

育学習環境整備改善につなげていくため、給食の支給をもって就学援助を行う、いわゆる現

物支給へ変更することはできないか、教育長、お答えください。 

○議長（野口久之君） 朝子教育長。 

○教育長（朝子照夫君） 就学援助制度におけます学校給食費の現物支給については、定例教

育委員会におきましても、議論をいただいたところでところでございます。 

  その結果、就学援助制度の趣旨からも、学校給食費と、通学費については、現物支給をす

る方向とし、来年度実施できるよう準備を進めていきたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） 私の一般質問の中で、教育長にする最後の質問になります。 

  さらに、ぜひこの援助を内容に追加すべきと痛感するものがありました。それは、眼鏡、

コンタクトレンズの購入の助成です。視力の低下により、黒板の文字などが不鮮明になって

くると、その後の学習に極めて大きな支障を来します。先行事例では、１万円とか、１万２，

０００円とか、１万５，０００円とか、１万８，０００円とかといったような上限を設けて

援助しているケースが多いようです。 
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  ３つ目ですが、近視、遠視、乱視などにより、黒板などの文字が不鮮明になってくると、

学習に極めて大きな支障を来すことになる。就学援助の観点から上限を設けつつ、眼鏡、コ

ンタクトレンズ購入に関する補助を追加することはできないか、教育長お答えください。 

○議長（野口久之君） 朝子教育長。 

○教育長（朝子照夫君） 本町の就学援助につきましては、国の示します就学援助制度の支給

項目を基本として実施をしているところでございます。眼鏡やコンタクトレンズの購入に関

する援助は、国の支給項目には含まれていない状況です。今後、国や他の市町村の動向等を

注視しながら、調査研究してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） 続いて、３つ目ですが、地域おこし協力隊活動の拡充について質問を

いたします。 

  篠塚議員より１年前の２６年第４回定例会の一般質問において、地域おこし協力隊受け入

れ事業に取り組むべきとの提案がありました。その際、今年度中に先進地視察を行い検討し

たいとの答弁があり、およそ５０日後の１月末だったと思いますが、２人の第一期協力隊員

の募集が始まりました。観光振興及び地域の情報発信にかかる活動での募集でありましたが、

具体的にどこの先進地視察を行い、どのように参考としたのか。また、募集に至るまでのお

よそ５０日間の視察以外での検討の詳細はどうであったか。町長お答えください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 地域おこし協力隊につきましては、昨年度当初から検討を始めました。

その中で、今年の２月には、実績のある岡山県美作市、西粟倉村を視察したところです。 

  西粟倉村では、３年の任期終了後、独立採算で事業経営を目指していく起業型と、森林組

合など地元の事業者に所属し、新しい取り組みを見い出していく就職型を採用しております。 

  京丹波町においては、西粟倉村の就職型を参考に、町外者からの視点による、地域の観光

振興、あるいは情報発信を目的に募集を行ったところでございます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） 今、美作市とありましたが、ちょうどこの前読み終わった本の中に、

２１歳の大学生が大学を休学して、法政大学やったと思いますが、地域おこし協力隊に、美

作市、飛び込んだと、そして、今もそこに生活をしているというような話の新書がありまし

た。ちょっと今、話の中で思い出しました。 
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  ２つ目ですが、第１期の協力隊員２人に生活の拠点として、町が用意した住居の形態とそ

の住居選定は何を基準にしたのか、町長お答えください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 住居につきましては、空き家の活用を想定していたんですが、住居地

と勤務地の距離など条件に合う物件がなかったために、今年度については、隊員の希望によ

り、民間の住居と町営住宅を選定したところです。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） 女性隊員の方は小さいお子さんもいらっしゃいますし、男性隊員の方

は、この前結婚されたようにありましたので、また住居形態とかも必要に応じて変わってく

るのではないかなというふうに短い期間ではありますが思っております。既存の賃貸物件や、

空き公共施設などを単に貸しやすいからとか、貸せる状態にあるからといった理由で宛てが

うのはもったいないというふうに思います。 

  まずもって空き家バンク制度なども結びつけたのか気になっていました。地元の方とつき

合いのきっかけとなり、地域の魅力を実感できる空き家がたくさん眠っている。種々の交渉

や、手入れも必要でしょうが、そうした努力は地域にとっての課題を一つ解決した貴重な共

通体験となったり、応募してくる協力隊員にも地域の熱意などが必ず伝わると評価していま

す。 

  そこで、続いて３つ目ですが、隊員の給与及び活動費については、個々の受け入れ自治体

によって異なり、詳細は受け入れ自治体の予算によって決まります。町では月額基本賃金は

１６万３，２００円。期末手当、通勤手当あり、社会保険加入での募集でした。 

  中でも、隊員活動費については、協力隊としての活動に要する直接的な経費のほか、研修

会の参加費、住居費、車両代などに充当できます。なお、総務省からは報償費等として、２

００万円。ただし、本年度から報償費等については２５０万円まで支給可能。活動費として

２００万円を上限に隊員一人当たり年間４００万円の財政支援措置が講じられています。 

  そこで３つ目ですが、隊員みずからが地域おこしなどのために企画し、実行した活動の中

で、特別交付税の隊員活動費上限２００万円が充当可能なものはあったか。 

  または、隊員を主体として既に構想は膨らんでおり、実行待ちの段階にある活動はあるか、

町長お答えください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 地方交付税措置の対象となるのは、おっしゃったとおり隊員の人件費、
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ほか活動に要する経費であり、車両の借り上げ費や消耗品、研修事項に係る経費などに充当

しております。 

  また、これまでの隊員みずからが企画、実行した活動につきましては、観光振興では、観

光施設を活用したときめきツアー、あるいは、ＫＢＳ京都、森脇伝説への出演、地域紹介な

ど、またケーブルテレビによる情報発信では、地域おこし協力隊のサロン紹介コーナー、突

撃レポートなどがあります。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） 今、言っていただいた森脇伝説など私も見させていただきました。 

  隊員活動費は、あらかじめ予算計上が必要で、予算計上がある場合もその利用範囲や利用

方法について、事前の説明が不足するとの意見もあります。 

  活動期間中の相談体制も大切です。協力隊の重要な目的は、言う間でもなく地域おこしで

す。活動が地域おこしにつながっているか。定期的な活動内容の振り返りが肝心と考えます。

そして、その判断には、関係者から幅広く意見を聞くことが欠かせないと考慮します。単に、

イベントの集客数など従来からの基準や数値指標にこだわらず、隊員自身の成長、任期後の

糧になっているかも重要なファクターとして共有してもらいたいと願っています。 

  隊員には、独自の視点からの発想とスピード感を求める一方で、職員には仕事しやすい環

境づくりをサポートすること、隊員活動を十分にバックアップしていくことが求められます。

隊員は、決して職員のお助け隊ではありません。今までの人生を変え、一念発起の気持ちで

町に移り住んできているということを忘れてはならないと指摘しておきます。 

  ４つ目ですが、先ほども森脇伝説とかいろんな隊員活動をやっているという話がありまし

たが、南丹市の地域おこし協力隊、１０月早々の赴任だったと思いますが、赴任早々協力隊

による団体フェイスブックなどを立ち上げ、かなりの頻度で隊員としての活動や気づき、市

の魅力を発信しています。個人としてではなく、隊員としての日々の発信は、どのように行

っているのか、町長お答えください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 観光振興では、食のキャラクター味夢によるツイッター、あるいは、

フェイスブック、情報発信ではケーブルテレビ自主製作番組において積極的に発信に努めて

いるということです。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） 味夢を使ったキャラクターを使ってやられているのかなというふうに
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は思っていたのですが、今合点がいきました。 

  町を歩いて回っていて肌で感じるのは、空き家と耕作放棄地の増加です。長らく人の手が

入っていないと思われる空き家には独特の空気の感があり、全体的に湿った印象を持つこと

が多かったです。耕作放棄地も独特の草の茂り方でぺんぺんになっています。 

  そこで、１０名を超える規模で旧小学校区を対象とした地域おこし協力隊の大量増員がで

きないかというふうに思っています。 

  先にも確認しましたが、幸い隊員には、一人当たり年最大４００万円が特別交付税で措置

されます。活動費で空き家の管理に係る機材、さらには耕作放棄地の再耕に係る農業機器な

どの購入もできるはずです。 

  さらに、空き家の管理ノウハウや農産物の収穫、協力隊が収穫したふるさと産品と銘打ち

送付するなどがふるさと納税と循環的にコラボするのではと施策を巡らせています。そして、

それらのミッションが町からの隊員報酬とは別の収入減にもつながらないかというふうに思

っております。 

  例えば、ｉＪＡＭＰの７月の記事に、福岡県大木町ふるさと納税特典で、空き家清掃とあ

ります。ちょっと紹介します。 

  福岡県大木町は、ふるさと納税のお礼として、空き家となっている納税者の実家や親せき

の家などの清掃、手入れを行うふるさとの家お手入れサービスを追加し、受け入れを始めた。

清掃などの業務は、同町シルバー人材センターに委託すると。サービス内容は、寄附額に応

じて１から５回の３段階で実施、玄関口や庭の清掃、手入れ作業１回と納税者への作業内容

と家屋の外観状態の報告などを行うと。一回の作業時間は、５時間相当とすると。 

  ふるさと納税の入金確認後、企画課が納税者の連絡先などをシルバー人材センターに通知

し、同センターが納税者と対象家屋の作業日程などについて打ち合せを行うと。企画課の担

当者は、注目度が高いふるさと納税制度に着目し、お礼として従来の産品に加え、空き家対

策につながるサービスを始めることにしたと話しています。 

  また、１０月６日の岐阜新聞に、岐阜県各務原市に、各務原市空き家の管理特典にふるさ

と納税で県内初とあります。概略だけ紹介しますと、岐阜県各務原市は、５日ふるさと納税

の特典に空き家や墓地を点検清掃するサービスを加えたと発表したと。市外に転出した後、

市内に残した親が福祉施設に入所したり、亡くなったりして管理に困っている人たちのニー

ズに答えると。空き家の放置が全国的な問題となる中で、ユニークな取り組みだというふう

に紹介があります。 

  市企画政策課は、空き家や墓の管理とふるさとのためというニーズは合致すると。空き家
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が荒れてしまうことを未然に防ぐことにも期待していると話しています。 

  このように、管理のお願い先としては、シルバー人材センターが有力候補なのでしょうが、

町では草刈りなどをする会員が減少傾向で、人手不足にあると聞いています。ピーク時の依

頼では、一、二カ月近く待ちといったようなこともあるようです。 

  そこで５番目ですが、地域旧小学校単位ごとの希望を把握した上で、就業定住促進とミッ

クスさせながら、空き家管理や耕作放棄地の再生などを活動内容とする協力隊の大量増員を

募っていく考えはないか、町長お答えください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 空き家の活用や耕作放棄地の再生は本町にとっても重要な課題であり

ます。 

  ところで、隊員さんは単に地域の作業者、あるいは労働者という立場ではなく、３年後を

見据えた自立定住を求めて行くものでして、京丹波町の課題解決に向けて隊員さんを募集す

るということについて、慎重に検討したいという思いでおります。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） ３年後の起業ないしは就業のことは、かなり重要になってくるかと思

います。これをやっぱり考えた上で、いろいろなただ単に来てもらうのではなくて、３年後

につながるようなことを考えて募集するといったことが大事になってくるかと思います。 

  ４つ目ですが、経常収支比率の分母、経常一般財源等について質問をいたします。 

  経常収支比率は、財政の弾力性を知る指数として非常に重要かつ有用な指標です。ご承知

のように、経常収支比率は分母を経常一般財源等、分子を経常経費充当一般財源等で計算し

ます。分母の経常一般財源は、経常と一般財源に分解されます。 

  経常というのは、臨時的ではないという意味です。例えば、家計で言えば給料が経常的な

もの、家などを売ったときの収入が経常的でないものと言えます。 

  また、一般財源というのは、自治体の意思で使途を決められる財源を言います。対義語は

特定財源で、特定事業に充当する国からの補助金などがこれに当たります。家計で言えば、

給料が一般財源、会社から支給されている定期代が特定財源に当たります。 

  簡単に分子についてもおさらいしますと、経常経費充当一般財源は、経常経費と充当と一

般財源に分解できます。経常経費のうち、一般財源を充当している部分の金額ということに

なります。経常経費とは、毎年かかる経費で、例えば、職員の人件費などが該当します。家

計で言えば、家賃が経常経費、会社から家賃補助がある場合は、家賃補助をひいた部分が経
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常経費充当一般財源になります。 

  まとめると、経常収支比率は、毎年入ってくるお金のうち、毎年出ていくお金がどれくら

い占めているかを示す割合ということになります。この割合が高いと、毎年のほとんどの収

入が決まったことに消費されていることになります。 

  このような状態を財政が硬直化していると評価しています。町や村では、経常収支比率は

７０から７５％以下が望ましいとされていますが、現状では、投資的な経費の費用の確保と

いうよりも、経済的な変動への備えを持つことや独自の施策の実現のために余力を持つとい

う意味合いが強いのではないかと察しております。 

  経常収支比率は、非常に便利な指標なのですが、いろいろな情報が総合され加工された指

標なので、予算書、決算書との関連がつかみにくく、どこかベールに包まれたような感じが

しています。 

  そこで、今回は特に経常収支比率の分母について質していきます。まず一つ目ですが、来

年度以降合併算定替に伴い、経常一般財源等の７割前後を占めている普通交付税が段階的に

減少していくことになると。この点を踏まえた、経常収支比率の分子である経常経費充当一

般財源の削減に向けた計画はどうなっているか、町長お答えください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 歳出における経常一般財源につきましては、人件費、公債費、繰出金

等が主な経費となっているわけですが、いずれの経費につきましても、今後大幅な削減は見

込みがたい状況にあります。 

  さらに、物件費等につきましても行政サービスの向上や消費税率の引き上げ等に伴い、増

嵩している状況にありますが、今後の財政状況の逼迫を見据え、これまで以上の削減努力を

続けてまいりたいと考えております。 

  合わせまして、歳入におきましては、特定財源の確保を徹底し、一般財源への依存を引き

下げることで歳出における経常一般財源の削減を図ってまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） ２つ目、これまた篠塚委員の追跡質問になりますが、町税納付ほかコ

ンビニ収納の全般的な利用状況はどうかと。 

  また、町税などの夜間納付窓口開設に伴うコストは年間で幾らかと。来年度からのコンビ

ニ収納本格化に伴い、夜間納付窓口の取り組みに変更はあるのか、町長お答えください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 
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○町長（寺尾豊爾君） １０月から取り扱いを開始したコンビニ収納の状況ですけれども、１

０月末の利用者数は、全体で６２５件、主に税１３４件、水道２２７件、下水道１２３件、

ＣＡＴＶ５５件となっております。 

  また、夜間納付窓口開設に伴うコストにつきましては、平成２６年度実施で本庁、支所、

各２名体制で年間におおむね３０万円となっております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） 来年度以降に変更はあるのかという点もお答えください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 始めたばかりで変更はありません。 

○９番（山﨑裕二君） 夜間納付。 

○町長（寺尾豊爾君） それも変更ありません。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） 臨時財政対策債に入ります。３つ目ですが、起債額の多寡にかかわら

ず、可能限度額発行したものとして、後年の普通交付税に償還費用の１００％の措置が続く

というのが臨時財政対策債の大きな特徴です。 

  ６年後の合併算定替終了を見据え、並行して赤字地方債である臨時財政対策債の起債も暫

時抑制しながら経常経費充当一般財源、特に公債費削減を目指すべきと考えるが、財政計画

方針はどうなっているか、町長お答えください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 臨時財政対策債につきましては、普通交付税の振替措置であり、後年

度に普通交付税の基準財政需要額に１００％算入されることから、地方債の借り入れにより、

町の財政負担が発生することはありません。 

  ご質問にありますとおり、臨時財政対策債を借り入れない場合でも普通交付税措置はなさ

れますし、後年度の公債費を抑制する目的で臨時財政対策債の借り入れ額を抑制するという

手法は一定効果があると考えます。 

  しかしながら、本町におきましては、平成２５年、２６年度と財政調整基金の繰り入れを

行うなど財源の確保が厳しい現状です。このため、臨時財政対策債については、全額借入を

行うことで決算収支の改善を図り、財政調整基金をはじめとした基金の積み増しを図ること

も必要と考えておりまして、現時点では、臨時財政対策債の発行額を抑制する計画はしてお

りません。 
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  以上です。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） 臨時財政対策債については、今の答弁を踏まえ、また次回以降の一般

質問でさらに質問をさせていただきます。時間の関係で今回はここまでとします。 

  ４つ目ですが、交通安全対策特別交付金は、道路交通法に定める交通反則通告制度に基づ

き納付される反則金収入を原資として、地方公共団体が単独で行う道路交通安全施設整備の

経費に充てるための財源として交付されるものであり、交通事故の発生を防止することを目

的としています。 

  使途には限定があり、道路交通安全施設の設置及び管理に関する費用、信号機、道路標識、

横断歩道橋、柵（ガードフェンス、防護柵）、道路反射鏡（カーブミラー）などの経費に用

います。国庫補助金としてではなく、単独で行う事業の経費に使うこととなっている関係で

しょうが、一応一般財源となっています。ちなみに、町ではここ数年３５０万円前後で推移

しています。 

  ４つ目ですが、地方譲与税のうちの道路譲与税や交通安全対策特別交付金は一般財源であ

るが、道路に関する費用、あるいは、交通安全施設等整備事業の財源に充当することとなっ

ている。これらの財源をどの事業に充当したかは特定確認可能になっているか。また、昨年

度の具体的な使途は何か、町長お答えください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 地方揮発油譲与税につきましては、特に充当先は決めておりません。 

  交通安全対策特別交付金につきましては、交通安全施設の設置等に要する経費に充てるも

のとされておりますことから、本町におきましては、交通安全施設設置事業を実施し、この

財源としております。 

  ただし、予算書上は一般財源扱いであることから、特に充当先としての設定はしていない

ということです。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） ５つ目ですが、今日の新聞にも報道がありましたが、自動車取得税交

付金は、次の消費税率の引き上げにて廃止との論調が色濃いと。他方では、代替財源もちょ

っと見え隠れしてきましたが、現行制度を堅持すべしといったアクションも散見できると。

これらの財源についてどのように評価しているか、町長お答えください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 消費税率の１０％への引き上げに際し、自動車重量譲与税につきまし
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ては存続いたしますが、自動車取得税は廃止される見込みとされております。自動車重量譲

与税及び自動車取得税交付金につきましては、貴重な一般財源と考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） ふるさと納税特典、６つ目ですが、ゴルフ場利用券（プレイ券）が選

べる市町村があります。 

  ちなみに、大体４０から４５の市町村で確認ができました。専門のインターネットサイト

もあります。こういった形での需要の掘り起こしもまた町の振興のみならず、ゴルフ場利用

税交付金の増加に寄与すると評価すると。 

  １８歳未満、７０歳以上、障害者の方、国体のゴルフ競技、学校の教育活動として行う場

合などは非課税措置となりますが、ゴルフ場利用者を納税義務者とするゴルフ場利用税の標

準税率は８００円です。 

  なお、課税主体は都道府県ですが、収入額のうち７割に相当する額がゴルフ場所在市町村

に交付されます。町内のゴルフ場利用税率は６００円から１，０００円の設定ですので、一

人一日につき、平均５２５円ほど納めてもらう計算になります。ここ数年町への交付額は６，

０００万円前後で推移しています。 

  こういった形でありますが、ふるさと納税特典の中にゴルフ場利用券（プレイ券）を特典

に加える考えはないか、町長お答えください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 考えません。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） 最後は、村山議員の都度都度の質問の追跡になります。 

  ２億円規模の農村多元情報施設使用料は、おおむね農村情報施設管理費に充当する経常特

定財源となっているが、将来的な設備更新なども遡上にのせ、ケーブルテレビ事業特別会計

に移行すべきではないか、町長の見解をお聞かせください。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 考えておりません。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 山﨑君。 

○９番（山﨑裕二君） これで私の一般質問を終了します。 

○議長（野口久之君） これで山﨑裕二君の一般質問を終わります。 
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  暫時休憩いたします。 

  １０時３５分まで。 

休憩 午前１０時２０分 

再開 午前１０時３５分 

○議長（野口久之君） それでは休憩前に引き続き会議を続けます。 

  次に、松村篤郎君の発言を許可します。 

  松村君。 

○１１番（松村篤郎君） 松村でございます。 

  ただいま議長の許可を得ましたので、平成２７年第４回定例会における私の一般質問を行

いたいと思います。 

  去る１１月１０日に合併１０周年を記念して、盛大に式典が挙行されたことは、平成１７

年１０月以来、新町建設に行政の懸命の努力があったことに敬意を表し祝福するものであり

ます。 

  特に、国道２７号下山バイパスの開通をはじめ、畑川ダムの完成、京都縦貫自動車道の全

線開通など、定住化に向けての基盤が整備されたものと見るときがきたものであります。京

都府の中心部として地理的、流通的にもこれらが有効的に機能し、将来に向けていかされる

こととともに、安心・安全なまちづくりを期待するものであります。 

  少子高齢化に歯どめがかからない社会現象と合わせ、急速に高度化する経済社会において、

３次産業の発展を逃し、人口は都市集中を一層強める結果となっております。 

  本町も合併１０周年を機に、新しいまちづくり計画を整えスタートできることは幸いであ

ります。特に、過疎化に伴い、定住人口の流出に歯どめを図ることが諸施策の原点にならな

くてはならないと考えます。 

  そこで、生活基盤である上下水道等のあり方について、町長の見解をお伺いいたします。 

  一つ目に、特に都市部や周辺市町と比較すると、高額の受益者負担について料金改定がな

されてきた経緯がある中で、定住者確保の観点からもいま一度見直すべきではないかと考え

ますが、町長の見解をお伺いしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 本町の加入分担金、あるいは、使用料につきましては、京都府内の他

市町村に比べまして高額であるという認識はしております。 

  上下水道使用料につきましては、平成２２年から段階的に改定して、下水道加入金分担金

については、平成２６年度に改定して現在に至っているのですが、ちょっとそういう意味で
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今ご提案いただいたようなこと、ご質問いただいたようなことについて、ちょっと考えられ

ないという私の気持ちなんですけどね。 

  事業量だけ収入があれば、何ぼでも改定したらいいと思っているんです。そやけど、他会

計からかなりの繰り入れをしているわけですね。今言いました他市町村に比べ、この金額だ

け高いのですが、繰り入れているのがよそよりも高いか安いか、多いか少ないかということ

も十分調べんなんわけですね。 

  他会計の繰入金に頼って事業運営をしているということから、あるいは、継続してきた事

業だということから、うんと慎重に立たんなん立場なんです、私は。これをするということ

は、今の町民さんから負担をしてもらって、まだ見ぬこの町へ来てくれはるやろういう人に、

どの程度サービスしたらいいものかとか、いろんな点で私はこのことについては、実を言う

と全部の料金改定についてかかわったもので、そういうことを考えているということを松村

議員さんにちょっとお答えしておきます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） 町長、料金が高いということはご認識いただいているということで

すが、京都府下の一般家庭の水道料金及び下水道料金の使用料の比較表というのを手に入れ

たのですが、これを見ますと水道料と下水道料金が一番高くなっているのは京丹波町、一番

安いのが京田辺市で、１カ月口径２０ミリで２０トン使用しますと、京田辺市なんかは３，

６４７円、京丹波町は１万１，３９２円と約３倍の値段になっておりますね。これを見て、

朝ドラではないですがびっくりぽんですわ、ほんまに。 

  料金だけを見るとこういう状況なので、伊根町につきましては８，３２０円とか綾部市が

６，６９８円とか、南丹市が６，４６０円、この辺が高いほうの部類に入っていますね。 

  こういう表を見まして、今言いましたようなびっくりの状況なんです。そのような状況の

中でですね、今後避けられない少子高齢化と超高齢化の人口構造の中で、利用料金等の増加

は望めないと考えるんですけれど、この料金が高くなっている要因と町内人口の定住化につ

いての展望について、何かお考えがあればちょっとお伺いしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） お考えあるんです。今言ってもらった２０ミリでやったら、物すごい

使用、いわゆる一般家庭で２０ミリってほとんど使ってはらへんわけです。事業者とかそう

いう人なんですね。非常に少ない。そういう数字の出し方もあるんです。いろんな情報が入

ってきてびっくりして検討はしとんですけれども、それは事実やったんやな。 
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  そういうことなんですけれど、私はやっぱり一般家庭の人をとにかく守りたいということ

で、今の制度、料金を設定していますので、具体的にこの質問を聞いとんではないね。はい。

そういうふうにとにかく２０ミリについては事実です。それは一般家庭やない事業者が主な

対象で、それは余り多くないというようなことで、ちょっとご理解いただけたらうれしいで

す。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） 町長申されたように、この比較表というのは部分的なものであって、

一般家庭向きではないということも私承知しているのですが、ほかに資料がないのでちょっ

とこれ紹介させていただいた状況でございます。 

  次に公共施設の安全性について、近年問題にされ提起されていることが発生していないか。

また、本町の上下水道施設につきましてかなり古いものがあります。将来の機能維持の見通

しについて心配されるようなことはないか、お尋ねをしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 上下水道施設の水質管理、あるいは、安全性については日常の定期点

検等で確認しているわけですが、突発的な漏水や機器の故障により住民の方に断水等による

ご迷惑をかけている事実もあります。 

  今後は、施設更新時期の把握、あるいは、耐震化等を含めて長期的な更新計画を検討して

まいりたいと考えているところでございます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） しっかり点検し状況を把握して、それに対応していただけることを

望んでおります。 

  次に、下水道排水の水質基準の管理検査はどのようになっているのか、またこれに基準値

等があって、それを満たしているのか、お尋ねをしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 下水道施設の排水の水質基準ですけれども、下水道法、あるいは、水

質汚濁防止法及び浄化槽法の規定に基づきまして、日常管理において点検するとともに、定

期的に水質検査機関に依頼し検査を行っております。 

  現在、水質検査結果につきまして、特に異常等は見られませんが、今後におきましても適

正な維持管理に努めてまいりたいと考えております。 
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  以上です。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） 下水処理場等から出る水質については、今おっしゃったような検査

等が行われていると思うのですが、個人設置の浄化槽の検査や維持管理は、全て専門業者に

委託されているのか。また、その検査結果の報告義務はないのかお尋ねしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 山内水道課長。 

○水道課長（山内和浩君） 浄化槽におきましても、町管理の浄化槽につきましては委託して

おりまして、定期点検を行っていただいておりまして、その結果は報告いただいております

し、水質検査につきましても、浄化槽法で決まっております年間１回の水質検査が義務づけ

られておりますので、それに従いまして水質検査を行いまして、その結果を町のほうへ報告

いただき、何か問題がある場合は町のほうから指導するようにしております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） 今、検査はしてるということでお答えいただいたんですが、そうい

った水質検査の結果を住民の安心を得るために、毎月の広報紙などで公表することはできな

いかということですが、水道水の水質検査等につきましては、計画とか分析結果がホームペ

ージに掲載されております。これらのものを全て閲覧できる町民ばかりではないので、でき

ましたら広報紙等で公表していただきたいと思うのですが、そのお考えはないかお伺いした

いのと、検査項目の中で５１項目の検査があるわけなんですが、うち９項目のみが検査され

ております。どの採取場所においても全て判定結果は適合となっております。その中で一つ

気になるのは、遊離残留塩素検査については、採取者判定となっている分があるんですが、

この根拠についてもお伺いしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） さっきも申しましたけれど、上下水道の水質検査につきましては、日

常管理も含め定期的に水質検査も行っております。水質検査につきましては、上水道で毎月

３９カ所、下水道で２２カ所行っておりまして、上水道の水質検査項目は今言ってもらった

とおり最大で５１項目となっております。 

  毎月の広報紙でのお知らせにつきましては、紙面の制限もあることから、公表する予定は

ないんですけれど、現在ホームページに上水道の水質結果を掲載しております。 

  今度におきましては、広報紙等でホームページに掲載されておりますことの周知、あるい

は下水道の水質結果の公表につきましても検討してまいりたいと考えております。 
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  ちょっと残余があると思いますので、担当課長から答弁させます。 

○議長（野口久之君） 山内水道課長。 

○水道課長（山内和浩君） 塩素の現地での検査ということにつきましては、水質検査につき

ましては、毎月１回行っているわけなんですが、それは採取いたしまして検査機関にまた持

って帰っていただいて、検査をさせていただいております。その関係で、塩素につきまして

は時間がたちますと塩素濃度が変わりますので、その現場の採取する職員がその場で塩素の

濃度を測定して、塩素と気温とか水温というものは現地での検査ということにさせていただ

いています。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） 了解いたしました。 

  先ほど、料金のことについてお尋ねしたんですが、全町統一となる料金の改定後の和知地

区についてはまだ一部統一されてない部分があるようですけれど、現時点での上下水道への

新規加入の負担金ですね、負担金の条件は京都府下の他市町村と比べてどのぐらいの位置に

あるのか、お尋ねをしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 現在、上水道の新規加入分担金は一般口径１３ミリメートルで１４万

４００円となっております。京都府内２６市町村で比較いたしますと、平均的な位置にあり

ます。 

  下水道の新規加入分担金は８６万４，０００円となっており、京都府内で比較しますと、

高額なほうになっております。負担金、分担金等の考え方は、市町村によってかなり違うた

め、一概に比較しにくいというように考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） 今、町長、京都府内では平均的な位置にあるとおっしゃったのは、

一般家庭用の件だと思うんですが、先ほどの資料によりますと２０ミリの場合でしたら、京

丹波町は４２万１，２００円という分担金になっております。その次高いのは綾部市の２５

万２，０００円と、こういった関係でありますが、市におきますと１０万円前後というよう

なところが多いようでございます。これは一概に、２０ミリですので、比較の対象としては

問題があるかと思いますけれど、どちらかというと高いほうであるという認識でいらっしゃ

るということがわかりました。 
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  次の質問でございますが、一般会計からの繰出金が前年比約１，５００万円減少している

と。下水道会計の歳入の約５０％を占めております。一般会計からの繰出金が公会計導入後

も変わらないならば、今後想定される大規模改修に備え、基金をつくる考えはないか、とい

う質問を、私、したんですが、上下水道とも基金条例というのがあるようでございまして、

それらに基づいて管理をされてると思うんですが、それ以外に将来大きな改修並びに新設、

公園団地等への給水、配管等の大きな更新のかさむ事態が生じた場合に、それに備えるため

の基金といいますか、そういったものをつくる考えはないかお尋ねをしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 現在、下水道事業特別会計歳入額の約５０％以上を一般会計からの繰

入金に頼っております。公会計導入後も現在の状況に変化はないと思われます。また、建設

改良費が高額な下水道事業では、使用料等の自主財源による独立した経営は困難な状況にあ

ります。 

  基金につきましては、現在京丹波町下水道基金条例により基金管理を行っておりますが、

毎年利息分の積み立てを行うのみでありまして、将来の大規模改修に備えて基金を蓄える状

況に至っておりません。 

  今後は、老朽化による修繕等も多くなってまいりますので、施設の更新時期を把握すると

ともに財政計画を含めた長期的な計画を検討してまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） まあ、そんなにたくさん基金が積み立てられてるとは考えられない

ということでございます。上下水道、両会計特別会計の基金残高は、現在どのぐらいあるの

か、わかれば教えていただきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） ２６年度決算で、４，８３９万４，３００円でございます。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） 今後、公営企業化ということで公会計方式を取り入れた場合、この

基金条例は今後どう変わるのか、このまま継続できるものなのか、お尋ねしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 山内水道課長。 

○水道課長（山内和浩君） 今現在、平成２９年の企業会計法適用に向けまして、資料と資産

等の把握なり、それに向けての事務を進めている状況でありまして、基金を含めまして今後

条例等の見直しなり、部分がたくさんあると思いますので、そのあたりで検討しながら条例
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改正等を行っていきたいと思っております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） いずれにいたしましても、インフラ整備にこれからかなりの経費が

必要かと思います。近年国際情勢が複雑化しておりまして、テロ事件等が報道されておりま

す。これも人事とばかり思われない気持ちでおるわけでございますが、原発の事故災害とと

もにこのテロ被害などに対応できる備えが必要ではないかというふうにも今考えてるところ

です。 

  暮らしに大切なインフラについて、これからどのように対策をされるのか、もしお考えが

あれば伺いたいと思いますけど。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） ほんとに京丹波町にとって心配なこというたら、やっぱり高浜原発と

か、大飯原発なんですが、この施設についてはテロ対策も、航空機によるとかいうそういう

表現で対策が立てられているようですけれど、済みません、我が町の施設についてまでちょ

っと今考えておりませんので、答弁とさせていただきます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） 以上で、水道関係の質問は終わらせていただきまして、２番目の公

共工事の残土有効処理についてお伺いしたいと思います。 

  町内で公共事業工事により発生した残土は、どのように処理されているのか。特に京都縦

貫自動車道工事関連の残土は町内に今どのぐらいあり、管理はどのようにされているのか。

また、今後の利活用の予定はあるのか。 

  あわせて、町内の災害復旧工事や道路新設改良工事などの残土は区別されて処理されてい

るのか、お伺いいたしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 公共工事によりまして発生した土砂につきましては、第一に工事間の

流用を図り、コスト縮減に努めているところであります。 

  京都縦貫自動車道関連で発生しました土砂につきましては、京丹波町内において４カ所で、

約１５万立方メートルを仮置きしております。国土交通省において有効利用を図るために、

現在詳細な測量を実施し、精査をしている状況と聞いております。 

  管理につきましては、国土交通省の請負業者で適切に管理されており、今後の利活用につ
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きましては、町や国・府の道路関連事業等の盛土材として利用するべく関連機関において調

整を図っていただいております。 

  また、災害復旧工事や道路新設改良工事等の残土の区別はしておらず、公共残土として再

利用できるものは再利用し、土質不良なものについては指定地に搬出し有料処分してるとい

うことでございます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） 幾らかあの残土は町内の工事でも残るということで、処分もされて

るということでございます。 

  町内の土木業者の工事請負の中で、残土処理かなり高額になると思うんですが、どのよう

な計上をされているのか、お伺いしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 本町が発注する公共工事の残土処理については、再利用できるものは

流用先までの積み込み及び運搬に係る経費を計上しまして、土質不良により処分しなければ

ならないものは、指定処分地までの運搬と処分に係る経費を工事請負費の中に計上しており

ます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） 処分費も含めると、かなりの費用になろうかと思いますが。 

  そこで、次の質問ですが、ほぼ町内圃場整備が完了したところではございますが、いまだ

に未整備の圃場が見受けられます。これらの未整備圃場の改良に、個人的または地域におい

て地盤の整備に土を必要とする要望がある場合、工事残土を使用することができないのか、

お尋ねをしたいと思います。 

  今、京丹波町発注の公共事業で発生する建設発生土の民間地受入及び町所有土砂の採取希

望者の公募要領というのがありまして、この残土の受け入れまたは所有土の採取を申し込む

ことのできる者の資格といたしまして、受け入れ地が京丹波町であって、農地法に基づく農

地以外の土地であることとなっております。これを農地に適用できるように拡大解釈するこ

とはできないのか、この辺のこともあわせてお尋ねをしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 本町発注の公共事業で発生する建設発生土の民有地受入希望者につき

ましては、京丹波町発注の公共事業で発生する建設発生土の民有地受入及び町所有土砂の採
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取希望者公募要領を定めておりますので、要件を満たしたものについては民有地への搬出も

行っておりますが、農地については造成後の農地転用も発生していることから、対象外とし

ております。 

  しかしながら、農地へ残土受入希望もお聞きしますので、今後においては要領の見直しも

検討し、残土の有効利用を図っていく必要があるかと考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） 拡大解釈をして、要領の改正等も視野に入れていただけるというこ

とで、大変ありがたく思っておりますが、工事請負費の削減や圃場整備により地域の環境も

変化して、農業への意識も若者の目が向けられるのではないかということでございます。先

ほどの要領の趣旨にもありますように、資源の有効利用やコスト削減を図れるのではと考え

ております。 

  次に、５番目ですが、土木建築課だけでなく、農林振興課、農業委員会などと協議して、

条項はないようでございますが、先ほど視野に入れていただける要領や規約などの改正を可

能にしていいただけるのか、再度確認しておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 具体的に、松村議員、どういう趣旨でお尋ねなのかちょっとわからな

いですけど、第４条の形状変更がはっきり申請されて、許可されておったら、それは搬入し

てあげたほうがよいと思うんです。ただ、それの許可が出てないとか、第５条の地目変更、

いわゆる用途変更ですね、そういうなのも農業委員会がきちっと許可されているのであれば、

そういう趣旨に沿って余っている土を搬入させてもらって、あと事業をされる方のプラスに

なるようにということは大事かなというふうに思ってるんですが。 

  どういう意味でお尋ねなのかちょっとわからない、そういう私は見解ですけど。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） 具体的に申しますと、圃場整備してない田んぼというのは余り大き

くないので、この要領の面積に達しないとか、数量的に田んぼの事業量が合わないとかいう

場合もありますけれど、小さな田んぼ、二つ、三つを一つにしたい。そのためには嵩上げし

ないとだめだというような場合に、近くで工事してるのにわざわざ遠いところへ運んでいく

よりすぐそこへ持ってきてもらって、というふうに利用すれば費用も削減できるし、利用さ

れる方も大変便利になるというような場合があるということを、ちょっとある方から聞いて

おります。で、そういう方法で要領等の変更でできるものなら、ぜひお願いしたいなという
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ふうに思った次第でございます。 

  以上で、大体前向きに検討いただけるようでございますので、またよろしくお願いしたい

と思います。 

  続きまして、町道認定につきましてお尋ねをしたいと思います。 

  これまで、ほかの議員からも含めて一般質問で何度か取り上げてきた町道認定についてで

ございますが、今回ぜひ前向きに考えてもらうためにもいま一度町長の見解をお伺いしたい

と思います。 

  町道認定については、かなりの条件をクリアしなければ認められない状況において、定住

化のためにも重要な要素であると考えます。条件の緩和もしくは条件付きの町道認定要綱に

改定する考えはないか、お尋ねしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 済みません、条件付きの町道認定はまず考えられません。せやけれど、

まあ実態の話で、多分ほんとに現世代の人が解決するのは難しい問題を突きつけてるなとい

うふうに、私自身理解してます。１０メートルのうちほんの一部入っとってでも、現状町道

認定できないもので、そのかわり、実態面では生活道路としてきちっと町道と同じような感

じで管理するように努力はしております。 

  要綱そのものを私の見た感じで、改定するということはちょっと困難かなというふうに思

っておりますので、何回でも要望に見えて、お互いに話し合いをしてるんですけれど、町職

員も町職員としての判断が非常に難しいというのか、私も見させてもらって、これ変更して

しまったらもう収拾がつかんなという認識でいることだけ、この場でお答えしておきます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） 条項を改定するのはなかなか困難で、なし崩しになってしまうとい

う思いはよくわかるわけですけれども。 

  ２番目の質問に移りますが、明治の町村制施行後今日に至るまで、合併の過程で村道また

は町道であった生活道が、今では里道として機能している道路であって、現認定幅員等を満

たしているものについての町道認定についてはどうかということですが、これも条件付きに

なりますので、要綱を当てはめると認められないということになろうかと思いますが、こう

いったことは少し何か条件をつけて認めてほしいなという要望を聞いておるんですが、ちょ

っとお考えあればお聞きしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 
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○町長（寺尾豊爾君） 道路用地の寄附受入事務取扱要綱、及び道路認定基準要綱の基準を満

たしておりましたら、道路認定に向けて取り組みたいと考えているわけですが、先ほど申し

ましたとおり、これを満たしてないと非常に難しいと思います。 

  町道認定しとってでも、私この本会議でお答えしたことがあるんですが、ほんとにほとん

ど通られない、一部の人だけが、何人かだけが通ってるとかいうときに、後回しになります

よという答弁をさせてもらいました。それじゃなしに、もう多くの人が、不特定多数の町民

が通っていらっしゃるということについては生活道路としてできるだけ町道と同じような扱

いをするようにという指示はしております。そういうことでご理解いただけたら大変うれし

いです。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） 次の質問も関連するわけですが、要綱では、３級町道の認定基準は、

道路延長１００メートル以上とあります。当該生活道について各地域の住民の努力で２メー

トル以上の認定幅員が確保されている場合、またそのときの分筆、測量等かなりの高額の経

費を要するんですが、負担軽減をする考え方はないか、京丹波町道路用地の寄附受入事務処

理要綱におきますと、条件を満たすには厳しく、また複雑な要素も含んでおります。善意で

寄附行為をするのであっても、当事者にとってはハードルが高く思えるんですが、行政側か

ら手助けは何かできないのかという点も含めて、ご答弁願いたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 道路用地の境界確定、あるいは分筆業務に係る費用につきましては、

これまでからそれを必要とする開発事業者や個人様において負担をいただいてまいりました。

それらの方々との公平性の観点から、現在のところ負担を軽減することは難しいと考えてお

ります。 

  なお、生活道路で法定外道路となっている道路の修繕につきましては、認定外道路整備事

業補助金を活用いただくことで、一定の負担軽減につながっていると考えておりますし、ま

た災害等により地域や集落で対処できないような大規模な修繕を要する事案につきましては、

対応を検討していかなければならないと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） しつこいようですが、次の質問もよく似た質問になって申しわけな

いんですが、開発団地の住民が利用する生活道路において、定住されて３０年以上経過して

も認定されないケースがあります。個々には何とかしたいという思いで努力されて、要綱に
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阻まれて断念されてきております。本来そこに定住された方々に責任があるのではなく、当

時の行政指導の甘さからくる部分も否定できないと思われるのであります。３０年から４０

年たっても同じルールで規制する要綱を適用することについてはどうか。条件緩和する方法

で改正する考えはないか、先ほどからお伺いしてるんですが、考えはないということでござ

いますけれども、今期間中に総務文教常任委員会に審議付託されておりますグリーンハイツ

区自治会施設財産の行政管理に関する陳情書がまさに合併前の行政の継承整理の不手際じゃ

ないかと思います。町内７００路線ある町道において、底地が町有地として分筆されていな

い路線もあるのではないかと思いますが、この点についてお伺いしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） その要望、私、受け取ったんですけれども、歴代助役さんとか、町道

認定するというようなニュアンスの約束もされてる書類も見させてもらいました。せやけど、

何回も言って悪いんですが、この要綱をちょっと変えんなんいうふうに私自身は判断してま

せん。ただ、何回も言ってますけど、新しい人を迎えるために現町民の税金を使うことには

物すごく慎重なんです、私は。せやけど、今言われたとおり２０年も３０年も４０年も住ん

ではる人を、いつまでも要綱で一つの権利というのか、当然してもらわないといけないこと

ができないということについては、ほんとにしっかりと検討したいと思います、ここについ

て。 

  そういうふうな思いなんですけれど、先ほどお答えしたとおり、要綱を改正するという考

えには今はありません。そういうことで、今、それ以外の底地が民有地になっているのでは

ないかとかいう疑念については、ちょっと担当課のほうから答弁させます。 

○議長（野口久之君） 十倉土木建築課長。 

○土木建築課長（十倉隆英君） 底地の確認について、７００路線全てを確認することはでき

ませんので、その都度改良の計画とか、隣接の立ち合い等ほかの事業のですね。そういった

形で底地を確認しますと、確かに以前に認定されたもので、道路内民地が発生している事案

はあります。そういった意味からも、権利の所有権を確定したのち、道路の寄附要綱によっ

て受け入れて、町道認定は行っていくべきというふうには考えているところでございます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） ７００路線ある町道のうち、必ずしも全てが町有地として分筆され

てないところがあるということでございます。改良等の工事の際に、きっちりその辺はやっ

ていこうという今答弁でございますが、そういう事案が出てこない場合、これいつまでたっ
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ても民有地が底地に残るというケースもあり、また地権者が古い人の名前であったり、散り

散りばらばらになっておられて、それこそいざ改良のときには相当な費用と経費負担がかか

ってくるというようなことも起こってくると思うんですが、その辺については今後ぜひ重点

的にそういう行為を行っていただきたいというふうに希望しておきたいと思います。 

  最後の質問に入ります。 

  寄附金や負担金を求めることについてという質問ですが、これにつきましては防火水槽の

ことでございます。 

  防火水槽の整備について、用地の地元寄附並びに建設費について、寄附金ということで負

担または提供を求められるのは、どのような根拠に基づくものであるのか、お伺いしたいと

思います。住民に負担を求めるということは、法令とか条例によるもののほかはできないの

ではないかと思うんですが、寄附することを前提として防火水槽をつくりましょうというの

はどうかと思うんですが、ほかの交付税とか、辺地過疎債、補助金、一般財源などでできる

のではないかというふうにも思いますが、この辺の見解をお尋ねしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 防火水槽の整備に当たりましては、平成１７年度の旧３町合併協議会

の協議事項として審議されまして、その受益と負担の観点から旧３町が実施してきた方法の

統一化を図るとし、建設用地と建設費の１割を地元負担とすることが決定されたところであ

ります。 

  さらに、平成１９年度に、京丹波町消防団組織等審議会に対しまして、京丹波町消防のあ

るべき姿について諮問がなされております。その審議会答申を尊重する町基本方針において、

防火水槽の整備に当たっては現行の方法により実施することが示されたものでありまして、

現在もその方針により整備を進めているところでございます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） 今の答弁で、一応納得させていただいておきます。 

  次に、本町の消防水利の充足率は十分であるかということでございますが、この点につい

てはどうなのか、お尋ねしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 現在の本町における消防水利充足率についてですが、町全体としては

７３％となっております。 

  ただ、小規模河川の代用とか、充足率に加算されない基準を満たさないとされる口径１５
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０ミリ以下の水道管に敷設されている消火栓なども、その補完機能として有しながら、多重

的に対応を図っているところであります。 

  また、今後、有益な特定財源となる国庫補助事業等も活用しながら、さらに消防水利充足

率向上へ向けて、年次的に防火水槽の整備等を図ってまいりたいと考えているところでござ

います。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） ぜひ、１００％になるように努力を続けていただきたいというふう

に思います。 

  最後となりましたが、防火水槽の話もしていただきましたけれど、今後必要とされる防火

水槽はどれぐらいあるのか、わかればお答えいただきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 消火栓や耐震性貯水槽などあらゆる水利を含めまして、今後さらに必

要とされるのは１８９施設となります。 

  広大な町域に、集落が点在する本町の地形の特性上、まず有効な水利と考えられるのは、

耐震性貯水槽、いわゆる防火水槽であります。今後、各地域との協議を進める中で、年次的

に整備を図ってまいりたいと考えております。 

  また、既設の防火水槽についても、その老朽化の進捗に伴い、修繕や改修などによる維持

に努めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 松村君。 

○１１番（松村篤郎君） 語れぬ部分もありましたが、これをもって私の一般質問を終わりま

す。ありがとうございました。 

○議長（野口久之君） これで、松村篤郎君の一般質問を終わります。 

  少し早いようでございますが、暫時休憩といたします。午後は１時からということで。 

休憩 午前１１時２５分 

再開 午後 １時００分 

○議長（野口久之君） それでは、休憩前に引き続き会議を続けます。 

  次に、村山良夫君の発言を許可します。 

  村山君。 

○１０番（村山良夫君） 議長のお許しを得ましたので、かねて提出しております一般質問通
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告書の内容に基づきまして、平成２７年第４回定例会における私の一般質問を行います。 

  今回の一般質問は、財政の健全性を示す実質公債費比率と財政の弾力性を示す経常収支比

率について、今回変更した新町まちづくり計画を中心に町長に見解をお聞きしたいと、この

ように思います。 

  去る１１月の１０日の京都新聞、ここにあるんですが、の記事に、財政健全化の柱であり

ます実質公債費比率の記事が載っておりました。それによりますと、京都府・京都市を除き

ます２６市町村のうち、京丹波町は何とワーストスリーというショッキングな記事でありま

した。町長も実質公債費比率改善には、今まで力を注がれてきたと思いますが、２５、２６

年度では全く改善できてません。町長が、２期目の選挙に出馬される２年前ですけども、町

長の後援組織であります豊泉会の集会の席上で、後援会の幹部の方がこういうお話をされま

した。寺尾町長は積極的な財政運営をしながら、実質公債費比率を大幅に改善され、一方、

具体的な名前は言われませんでしたけれども、隣の市さんは全く改善できずワーストスリー

だと、こう話されました。 

  多分、この隣の市というのは南丹市のことだと思いますが、何と南丹市さんは、２５年、

２６年で１７．１％から１３．９％へ大幅に改善をされております。 

  そこで、質問のちょっと順序が前後しますけれども、この新聞記事に関しまして、先に町

長の見解をお伺いしたいとこのように思います。 

  ２６市町村のうち、ワースト３になったことに対する見解と、この２年間、２６市町村の

うち、この新聞記事によりますと２２市町村が改善できたのに、京丹波町はできなかった。

このことに対する見解、この２つについて、まずお聞きをしたいとこのように思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 公債費比率を聞いてはるんですか。 

○１０番（村山良夫君） 改善できなかったことと、ワースト３になったこと。 

○町長（寺尾豊爾君） いや、そういう意味で言いますと、公債費比率が数字が下がったら、

改善というふうに表現もできるかと思うんですが、別段、その公債費比率が下がらなんださ

かいにというて、町全体のまちづくりについて、それの改善とか改悪とかいう表現は、私は

していないと、増えたか減ったかということだけです。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 村山君。 

○１０番（村山良夫君） そうすると、今京都府下２６市町村のうちでワースト３、下から３

番目でもそれは構わないとこういうことでございますか。 
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  このような情勢だということを前提に、そしたら新町まちづくり計画についてお伺いした

いと思います。 

  特に、新町まちづくり計画、１０年間変更したわけですけれども、そのうちの実質公債費

比率と、いわゆる健全性を示す実質公債費比率と、財政の弾力性を示す経常収支比率に主眼

を置いて質問をしたい、このように思います。 

  この計画のうち、財政計画の基本は合併協議会で確認された事務事業の町政方針を反映さ

せたものであります。 

  そこで、当初の計画と、このたび変更した計画について、次のことをお聞きしたいと思い

ます。 

  最初に、当初の計画でございますが、当初計画して１０年が経ったわけですけれども、２

６年度の決算と、この計画との差異でございますけれども、予算規模で約４０億円ほどの差

があります。また、この内容というんですか、項目は何であったかお聞きをします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 私は実質公債費比率が変更していないということを構わへんとか、そ

んな表現していませんよ、しましたか。 

○１０番（村山良夫君） 関係ないと言わはったんじゃないですか。 

○町長（寺尾豊爾君） 関係ないというよりね、まちづくり全体でそれは見るべきであると。

そんな構わへんって言うてへん、そやろ。言うたか、構わへんいうて。 

○１０番（村山良夫君） そういう発言が・・・。 

○町長（寺尾豊爾君） いや、構わへん言うてあんた言うたやん、今。どうなんや。 

○１０番（村山良夫君） 答えられません。 

○町長（寺尾豊爾君） 構わへんってなこと言うてへんって。ちゃんとほんなら・・・。 

○議長（野口久之君） これより、暫時休憩します。 

休憩 午前 １時０６分 

再開 午前 １時０７分 

○議長（野口久之君） 休憩前に引き続き会議を続けます。 

  寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 合併前の平成１７年１月に合併協議会で策定されました、変更前の新

町まちづくり計画における財政計画では、交付税の見通し、あるいは新町になってからの投

資計画等が予測できない状況で策定されたものであることから、実績と差異があることはや

むを得ないと考えております。 
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  以上です。 

○議長（野口久之君） 村山君。 

○１０番（村山良夫君） もうよろしいですけど、どの部分で増えたというのは地方交付税の

部分が増えたということだと思います。 

  それから、２つ目に、特にこの２６年度の決算と当初計画の１０年経ったところの計画と

で、特に人件費の差が約３億円ありますが、この要因というんですか、これは何でこうなる

のか、計画どおりなんでできなかったのかということが１つお聞きをします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 変更前の新町まちづくり計画におきまして、人件費は、計画期間内は

一貫して減少する見通しとなっておりますが、合併後の本町の組織体制等を予測することが

困難であるため、実績と差異があることはやむを得ないというふうに考えているんですが、

人件費に関連した取り組みとしましては、平成１８年度に策定しました「定員適正化計画」

に基づきまして、計画的な定員管理への取り組みを行い、職員数は、平成１８年度に３３２

人であったものが、計画最終年度である平成２２年度には２８６人となり、計画の一定の達

成をみております。人件費決算額についても、平成１５年度決算と比較しますと、約２５％

の減少となっております。 

  合併により大きな削減効果があったと考えております。現在の職員数２７９人は、本町の

合併後の組織体制や業務量から適切な水準にあると考えております。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 村山君。 

○１０番（村山良夫君） 質問をしてないところまで答えてもらったんで、次のことが言いに

くくなったんですけれども、確かに人の数も減りましたし、人件費も金額としては減ってい

ます。 

  しかし、合併協議会の基準に基づきまして立てた計画ですから、それが予測はできなかっ

たということも要因かもわかりませんが、やはりこのままいったんでは、人件費がそれだけ

の人が必要だと、こうおっしゃられたら、それまでですけれども、問題が今後起きてくるん

じゃないかと、このようなことも申し上げておきたいと思います。 

  その次に、物件費の差も３億円ほどあります。皆、先のことも聞いておきます。この要因

が何やということと、この差異を改善するために、どういう取り組みをしてきたのか。また

いろいろと取り組んできたけれども、成果が上がらず、当初計画よりも３億円多くなった、

その点をお聞きします。 
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○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 物件費においては、合併後の組織のスリム化、あるいは小学校・保育

所の統合等を経て、一定削減されたものと考えております。 

  しかしながら、ＣＡＴＶ事業の全町実施や、中学校完全給食の実施を初めとした行政サー

ビスの向上と消費税率の引き上げ等に伴い、平成２１年度を下限として、近年は増加傾向に

ある現状です。 

  合併前の新町まちづくり計画との差異の主な要因ですが、行政サービスの向上や消費税率

の引き上げといった計画策定時点では見込めない要因にあることから、差異が出ることはや

むを得ないものと考えておりますが、経常的な物件費につきましては、引き続き削減努力を

続けてまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 村山君。 

○１０番（村山良夫君） それでは、本論に入るんですけれども、この前変更されました新町

まちづくり計画ですね。このことについて、お聞きをしたいと思います。 

  まず、歳入面でありますが、この減少幅が約３８億円縮減する計画になっています。この

縮減はいわゆる歳入がそんだけ縮減する要素というのは何であるかということが１つお聞き

をします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 平成２６年度と平成３７年度を比較しますと、歳入にあっては地方交

付税が約１０億円、国府支出金が約６億円、繰入金が約８億円、地方債が９億円の減少とし

ております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 村山君。 

○１０番（村山良夫君） それでは、地方交付税ですけれども、この３７年度計画の構成比率

は４７．４％と歳入のうち、非常に高い数値になっております。この部分につきまして、当

然ですけれども、合併特例交付金が今後減少していくということは織り込み済みだと思うん

ですが、聞くところによると、それは１１億円ほどということで、その分しか組み込まれて

ないように思うんですが、その他の部分は減少しないという読み方ですか。 

○議長（野口久之君） 中尾総務課長。 

○総務課長（中尾達也君） ただいま町長が答弁をしましたように、全体で計画と三十七、八

億円の差異が生じておりまして、その内訳につきまして、先ほど答弁をさせていただいたと
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ころでございます。 

  交付税に関しましても、一定今後におきまして町の現状から推測しますと、この合併の特

例措置の財源の手当ての部分を除いたほかにつきましては、大幅に減少するというような見

込みもございませんので、一定そういう特例部分のみの減額というふうに算定をさせていた

だいております。 

○議長（野口久之君） 村山君。 

○１０番（村山良夫君） それから、歳出面でございますが、これも先ほど冒頭に申し上げま

したように、財政の弾力性を示す経常収支比率に影響するものとしまして、人件費と物件費

にあります。 

  先ほども、人件費、物件費についての削減状況等についてお聞きしたんですけれども、こ

の２６年度の決算における人件費の構成比率と、３７年度の計画における人件費の構成比率、

これを比較して、町長の見解をお聞きしたいんですが、２６年度決算におきます人件費の構

成比率は１３％であります。３７年度計画では人件費の構成比が１８．２％というように予

算に対して１８％を超える状態にまでなっていますけれども、これはやはりお金があって、

その人件費等も割り振りをしていただかないと、必要だからというてばっかりはやっていけ

ないと思うんですが、なぜこれ５％も違うのかどうか、お聞きをしたいと思います。 

  もしも、この３７年度計画も２６年度の計画の人件費と同じ比率の１３％というように読

んで算出をいたしますと、約５億円ほど人件費が減少することになります。このことは、硬

直化する財政を健全化する、改善することになると思うんですが、町長はどうお考えですか。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 人件費につきましては、当然抑制に努めなければならないと考えてい

るんですが、業務量等の実態から、今後職員数を大きく減らすということは難しいというこ

とで、そういうふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 村山君。 

○１０番（村山良夫君） 町行政というのは、当然必要なのは、いわゆる資金力というんです

か、財政も大事ですし、また人も大事ですし、企業ですと物も大事ということになるんです

けれども、しかし、民間企業ですと一生懸命働けば、利益も上がって、設備投資する金も出

てくるわけですけれども、行政の場合、歳入を増やすという方法は、町税を上げるとか町民

に負担をかけない方法ということになると、国とか府とか行ってお金をもらってくる。しか

し、この場合、ほとんどの場合は条件つきですから、箱物とかそういうもんが多くて、結果
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的には資金繰りにはマイナスになるという要素が多いわけです。 

  そういうことを考えますと、やはりこの１０年後の計画というのはやっぱり１８．２％と

いうのは人件費が高過ぎると、これはもっと比率を下げた計画にしておかないと、このこと

はできないんじゃないかと、このように思います。 

  もう一つ、そういう意味でありますのが、物件費でございます。物件費も２６年度の決算

書によりますと、構成比率は１０％です。３７年度の計画は、１１．８％と約２％ほど高い。

この分を１０％に置きかえますと、約２億円、人件費と物件費で合計７億円ほど、いわゆる

弾力性のできた資金ができるということになるわけです。 

  質問にはちょっとしていませんけれども、先ほどの公債費比率のことでも、公債費比率も

この経常収支に影響するわけですけれども、この構成比率も２６年度末が１１．８％で、３

７年度計画は１５．６％というように高くなっています。 

  ということは、健全性においてももうこれ以上いわゆる起債をできない状態になっている

んじゃないかと。 

  そういう意味で、先ほどから申し上げています人件費、物件費を修正することは無理なの

かどうかお聞きをしておきたい。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 担当課から詳細に答弁すべきところはさせますけれど、公債費比率に

しても、経常収支比率にしても、民間はどうだこうだという話はさておいて、とにかく弾力

化が出てきて、そして町民が疲弊したというような結果にならないように、町財政運営する

のがトップの責任だと思うんです。 

  そういう面で、今後１０年の数字が出ているようで、それを示しているようですが、これ

はあくまで１０年の計画ですので、そのように基本的に理解してもらったらいいんじゃない

かと思います。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 中尾総務課長。 

○総務課長（中尾達也君） 新町まちづくり計画でございますけれども、当然合併の時点で旧

３町の中で策定をしたものでございます。 

  そういったことで、合併の目的といいますか、スリム化をするということが大前提でもご

ざいましたし、当然合併してからのまちづくりというのはバラ色の将来が待っているという

ものでは決してないわけでして、そういったところで、計画というふうにつくる段階では、

やはり交付税にしましても、収入の大きな財源である交付税にしましても、また歳出の人件
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費とか物件費とか、そういった部分に関しましても一定抑制をして計画を立てるのが当然の

ことでありましたので、やはり厳し目に計画は立てているという部分はあるというふうに思

っております。 

  そういったことで、現在、合併して１０年を迎えたわけですけれども、先ほど来から町長

も申し上げておりますように、新町になりましてからの当初では想定をしていない財政需要

でありますとか、そういったものに当然対応をしてきた結果が、現在の数字となってあらわ

れておりますので、単純に計画との比較というのは数字であらわれますけれども、それ以外

の部分というのがあるというふうに思っておりますので、その点はご理解をいただけたらと

思っております。 

○議長（野口久之君） 村山君。 

○１０番（村山良夫君） 今、課長がおっしゃったことを次に私が申し上げたいと、こう思っ

ていたんです。 

  といいますのは、今申し上げたとおり、人件費、物件費、それから公債費、扶助費、いわ

ゆる経常的支出といわれる部分は、このいわゆるこの構成比が全部高くなっているんですね。 

  今までの１０年間は、前にも私申し上げたと思うんですが、普通交付税とか特別交付税と

かいうのが順番に増加していきましてね、いわゆるフォローの風が吹いていて、こういう２

６年度までは業績が、それほど人件費の負担とか、物件費の負担とかいうのが表面化してこ

なかったと。しかしこれからは、皆さんもご承知のとおり、合併特例交付金も減りますし、

またこの間の新聞によりますと、今特別交付税の出し方についても、成果が上がっている、

計画のよいところを中心に出すというようになりますので、なかなか窓口は厳しくなってく

ると思います。今までみたいにどこにでも大体均等に配分されるという状態はなくなって、

これからはフォローの風じゃなしに、アゲインストの風が吹いてくる。そう考えますと、こ

ういう比率が高い状態で推移するということは非常に困難ではないかと思うんです。 

  そのあらわれというのは、今も申し上げましたように、起債は正直言ってこの状態ではも

うこれ以上やりにくくなると思います。加えて、経常収支比率が今の状態を算出しますと、

課長が手元でできていれば教えてほしいんですが、算出しますと９０％近くなると思います。 

  そうすると、町長が公約をされているいろんな行事は、なかなかやりにくくなるんじゃな

いかと。それが現実だと思うんですよ。 

  そういうことに対して、どうお考えなのかどうかということをもう一度お聞きをしておき

たいと思います。 

  まず、最初に課長にこのままいきますと、３７年度の経常収支比率は、どれぐらいになる
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か。それから、公債費比率はどれぐらいになるか教えてください。 

  その後、町長にこういう状態であれば、硬直化した財政ですので、町長が言っておられま

す公約というんですか、行政の計画というのはなかなか進めにくくなると思いますが、その

辺はどうお考えなのかお聞きをしておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 中尾総務課長。 

○総務課長（中尾達也君） 経常収支比率でございます。 

  今後の財政の見通しで試算をしておりますけれども、あくまでも現段階でのそれぞれの費

目の経常一般財源の構成割合ということで、それを前提として将来的な予測を立てているも

のでございます。 

  そういったことで、必ずしもこの数字が正確な数字かといいますと、当然将来的な部分で

どういった状況になるというのが全く読めない中でのことですので、あくまでも単純に計算

をした数値ということで捉えていただきたいと思いますけれども、１０年後におきまして、

経常収支比率でございますが、当然交付税が減額をされてきますので、現状からは比率のほ

うも上昇するというふうに予測をしておりまして、おおむね９４％程度に達するのではない

かと予測はしております。 

  また、公債費比率でございますけれども、これまでに新町になりましてから大型の事業に

取り組んできたということもございまして、当然まちづくり計画に想定をしてない部分もご

ざいますので、公債費につきましては大幅に借り入れをしてきたという経過がございます。 

  そういったことで将来的にそういった負担の部分も出てこようかと思っております。公債

費の負担の比率に関しましては、おおむね１８％になるのではないかという予測としており

ます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 財政が硬直化して、公約が果たせへんのと違うかというようなご質問

ですけれど、私は現状でも京丹波町が財政が硬直化しているって、府内でも優秀なほうに、

財政はですよ。一般経常収支比率、そんなに悪いほうではないと思っとんですね。 

  大きいところほど、大きい市やったら１００超したりしてるし、少ないところでも京丹波

町と同じぐらいのところが１カ所あるだけで、それ以外皆、この一般経常収支比率高いです。 

  今、合併したまち、与謝野町と京丹波町になりますが、それでも与謝野町のほうが、余り

言わんほうがええけどそういう形で、国でもそんなこというたら、もう本当に財政破綻しと

っても、公約をね。 
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  ご承知のとおり、起債も大体今７０％までは普通交付税措置を受けるということは、１５

０億円ほど仮に地方債残高があったら３０％、４億５，０００万円ぐらいが京丹波町が将来

にわたって負担せんなんし、１０５億円については国が負担すると、そういうことが１，０

００兆円といわれとんですけど、そういうふうにして抑えていきたいと、人件費もいろんな

見方がありますので、ラスパイレスとかいろんなことでね、いろいろ職員の皆さんにも協力

いただいているということも勘案して、全般考えて、今おっしゃっているような公債費比率

を大きい金額にすることが必ずしもよいことだとは考えておりません。 

  当然、経常収支比率についたって、民間ですと、ご承知のようにこんなに低かったら税金

ごっぽり取られるさかいにね。そやさかいに問題があるけど、地方公共団体はそういうこと

はないので、こういう経費比率を下げるということは、私も好ましいことだという認識であ

ることを申し上げておきます。 

○議長（野口久之君） 村山君。 

○１０番（村山良夫君） 今の課長のほうから３７年度計画によると、経常収支比率は９４％

というお話でして、過去の数字を拾ってみましたら、２２年度が７８．５％でかなりこの前

もあると思うんですが、前はもう少し高かったと思うんですが、一番低いです。それから、

２３年度が８１．８％、２４年度が８２．８％、それから２５年度はちょっと下がって８２．

６％、それから２６年度が８４．６％というように、暫時少しずつ上がっていって、今後１

０年経ったら、９４％。この経常収支比率が９４％というのは、このいわゆる投資的経費が

ほとんど６％しかなくなるわけですから、１００億円の予算としたら、６億円ぐらいしかで

きないということになって、大変な状態になるというふうに私は思うんです。 

  もっと悪いところもあるとは思いますけれども、やはりある程度そういう悪くなるのを抑

えるために、そういう比率が少しでもよくなるような状態を、もしも今先ほど申し上げたよ

うに人件費と物件費だけでも構成比率を２６年度と同じように見直してもらったら、７億円

見直せるわけですから、そうすると１０億円強のそういう投資的資金が出てくるわけですね。

そういうことも配慮された計画書をつくらなあかんの違うかなと思います。 

  また、実質公債費比率につきましても、２２年度が１７．０％、２３年度が１５．３％、

２４年度が１４．４％、２５年度が１４．４％、２６年度が１４．４％というように、２２

年度、２３年度は改善できましたけども、あと２４年度、２５年度、２６年度はほぼ横ばい

の状態です。これが今お話のように１８％ということになったら、ちょっと私の認識不足か

どうかわかりませんが、１８％というのは起債をするのについて、上部団体、京都府とか県

にお伺いを出して、承認をしてもらわないと起債を起こせない数字でないかなとこのように
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思います。そういう数字を持った状態の１０年間の計画というのは、私は非常に疑問を感じ

ています。しかし、今さらこんなことを申し上げても仕方ないんですが、この計画につきま

しては、さきの定例会の７１号議案としまして、私を除く全員の方の賛成で可決されてしま

ったんです。私が申し上げたいのは、ここまで数字を考えられた上で、こういう検討がされ

たのかという疑問を持ちますということを申し上げて、私の一般質問は終わりたいと思いま

す。 

○議長（野口久之君） これで村山良夫君の一般質問を終わります。 

  次に、原田寿賀美君の発言を許可します。 

  原田君。 

○８番（原田寿賀美君） ８番、２７年第４回定例会におきまして、先に通告をいたしており

ました第３点について一般質問を行います。 

  初めに、本年は、ご案内のとおり、町が合併して１０年の節目を迎えます。この１０月に

盛大に記念式典が開催をされました。この１０年は大きな希望と期待の反面、不安と心配が

交差をする複雑な１０年であったのではないかなと感じております。 

  しかし、寺尾町政は合併効果を最大限生かすために、数々の施策を実施されまして、安

心・活力・愛のあるまちづくりを掲げ、着々と推進をされてきました。その中で、ある程度、

払拭されたのではないかなと思っております。 

  さらには、京都府を南北に縦断する京都縦貫自動車道路１００キロメーターが、７月１８

日に全線開通をいたしました。また、それと同時に、町内４カ所目になる道の駅「京丹波 

味夢の里」が開設をされました。 

  さらには、畑川ダム、丹波広域林道、あるいは林業大学校等々さまざまな事業も実施をさ

れまして、この１０年が町の活性化に大きな力となることを期待をいたしまして、一般質問

を行います。 

  まず１点目に２７年度におけます予算及び事業の執行状況についてでありますが、２７年

度も第３四半期が経過をしつつあります。そこで、予算に基づき、事業等も施行され、間も

なく総括、あるいは精算時期だと考えられます。 

  そこで、次の事項についてお尋ねをいたします。 

  まず、総務費関係でございますが、地域資源活用推進事業の進捗状況、２点目が森林（も

り）の文化創造事業の進捗状況についてお尋ねをいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 地域資源活用推進事業の主なものとしまして、まず木質バイオマスエ
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ネルギー活用による地域熱供給システム導入があります。現在、実施設計業務に入っており

ます。また、これに伴う京丹波町木質バイオマスエネルギー活用推進委員会を２回開催しま

した。 

  次に、バイオマス産業都市構想の策定についてでありますが、本町の豊かな木質資源をは

じめ、あらゆるバイオマスの活用を目指した構想づくりに取り組んでおります。１１月１２

日に構想策定委員会の第１回会議を開催し、木質・畜産・食品関係など、１１人の皆さんを

委員として委嘱し、議論を開始したところであります。 

  また、地域における森林資源の活用拡大を図る目的として設置しました「京丹波町産木材

利用促進事業補助金制度」につきましては、補助金第１号として、上粟野区のバス待合所新

築に対して交付決定したところであります。 

  もう１つ、森の文化創造事業の進捗状況ですけれど、森の文化創造事業の主なものとしま

しては、昨年度から始めました「京丹波町ぬく森のイス贈呈事業」があります。１１月末現

在で、４７人が申請されております。今年度７０脚のイスを製作し、２月ごろから順次贈呈

する予定としております。 

  次に、京丹波町産木材を使用した公共施設木質化工事２件です。まず、中央公民館子ども

の部屋を木質化し、「木育ひろば」として整備する工事については、今月２８日までの工期

で施工中であります。さらに、木育ひろば開設に伴い、本棚や木製遊具を配置することとし

ております。 

  次に、中央公民館駐車場入口付近の町営バス「京丹波町役場バス停」待合所設置工事につ

いては、基礎工事に入りまして、その後、建築工事を発注することとしております。 

  ということです。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） それでは、続きまして、農林水産業費についてお尋ねをしていきた

いと思います。 

  まず１点目、中山間地域等直接支払事業が１５年経過をいたしておりますが、その状況に

ついてお尋ねをいたします。 

  含めていきたいと思います。 

  有害鳥獣対策事業の状況、あるいは森林管理事業、林道災害復旧事業、この４点について

お願いをいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 中山間地域等直接支払事業につきましては、現在７２集落協定書、１
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個別協定書の提出があります。その協定内容に基づき、現地確認を行ったところであります。 

  今後、交付金の支払いに向けて、事務をまず進めております。 

  有害鳥獣対策ですが、有害鳥獣対策事業につきましては、１０月１７日に現在の実績であ

りますが、有害鳥獣捕獲として、シカ１，３３５頭、イノシシ３２７頭、サル６頭、アライ

グマなど小動物５５頭の捕獲実績をいただいております。有害鳥獣被害防止施設設置事業補

助金は、２２団体、個人２名からの要望があり、そのうち、１３団体が事業を完了しており

ます。有害鳥獣施設備品購入につきましては、本年度要望のあった１６基について、設置に

向けて進めており、間もなく設置できる予定であります。 

  また、実証資材として、サルに効果の高い柵、おじろ用心棒については、地元に資材の提

供を行ったところであります。 

  新規狩猟者確保に向けた免許取得助成については、５名の活用があったところであります。 

  次に、森林管理道開設事業ですが、森林管理道開設事業、塩谷長谷線につきましては、８

工区、延長５６０メートルの工事発注に向けて準備を進めております。 

  もう１つ、林道災害復旧事業ですが、林道の災害復旧事業につきましては、６カ所の災害

復旧工事が現在施工中であり、年度内完成を目指しております。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） 中山間地の件でございますけれども、今年度から保全管理地の管理

を徹底してやりなさいという指示があったようでございますけれども、この分につきまして

は、従来ですと交付対象になっておりましたが、途中からなくなりまして、保全管理地も再

復興をして、換地の事業の一環として取り入れるということになりましたが、この分が今後、

大変な事業になってこようかと思いますが、その点についてお聞きをしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 栗林農林振興課長。 

○農林振興課長（栗林英治君） ただいまご質問のありました中山間直接支払事業でございま

すけれども、ご承知のとおり、本年度から第４期対策がスタートを切ったところでございま

す。その中でも今、議員のほうからもございましたように、国のほうから一定、保全管理の

状態で管理するものについては、耕起農を行ってくださいという国からの指示があったとこ

ろでございます。それによりまして、集落においては、なかなか管理のできない部分につい

ては、協定の農地に入れるというところが難しいところが出てきているのが現在の状況でご

ざいますけれども、やはり保全管理という部分、定義の部分でございますが、一定、いつで

も耕作ができる状態というようなことも国からの指示でございますので、やはり要綱・要領
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等に基づいて、事業のほうは進めてまいりたいと思っておりますので、ご理解いただきます

ようよろしくお願いをいたします。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） 有害駆除の部分ですが、今、詳細に報告いただきまして、駆除結果

はかなり効果を上げていただいております。 

  今回、対象になりましたカワウの件につきまして、どういった形で取り組みをされている

か、お尋ねをいたします。 

○議長（野口久之君） 栗林農林振興課長。 

○農林振興課長（栗林英治君） カワウの件でございますけれども、やはり内水面漁業の関係、

特に和知川漁協なり、由良川漁協の関係で、以前にもご質問を頂戴をいたしておりましたけ

れども、カワウの被害というのが非常に漁業面では大きな影響を受けているのは承知をして

おるところでございます。カワウについても有害鳥獣の対象という形で実施はしておるわけ

ではございますけれども、やはり河川に飛来をしていきますと、なかなか駆除ができないと

いうような状況にもありますし、また周辺の安全対策等を考えましても、なかなか銃器によ

る駆除が難しいというようなことがございまして、現在のところ捕獲実績がないということ

でございますが、今後も引き続き猟友会等に依頼をするなり、また現在生息地のほうがだん

だん変わってきておるような状況でございまして、遠方から飛来するケースもあるというよ

うに聞いておりますので、京都府さん等とも協力をして要請なりをしていきたいというよう

に思っております。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） 続きまして、森林管理等につきまして、今町長から答弁いただきま

したら、５００メートルということになっております。当初の計画書を見させていただきま

すと１，０００メートル、これが半分に減った原因と、さらに３０年をめどに計画されてお

りますが、これが最終的に完了いたしますと、延長は幾らになるのかお尋ねをしておきたい

と思います。 

○議長（野口久之君） 栗林農林振興課長。 

○農林振興課長（栗林英治君） ただいまのご質問でございますけれども、平成２７年度当初

計画では１，０００メートルというような形で事業のほうを計画をさせていただいたところ

でございますけれども、事業を円滑に進めるために近年事業が、繰越事業というような形で

遅れてきておる部分もございます。そうした中で今年度につきましては、延長のほうを５５

０メートルという形にさせていただいて、事業のほうを実施をさせていただきたいというよ
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うに思っておるところでございます。 

  最終ですけども、この塩谷長谷線につきましては、４，５４９メートル全線開通しますと、

現時点では４，５４９メートルになるというような形で事業のほうを進めさせていただいて

おります。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） 続きまして、土木費に入っていきたいと思います。 

  まず１点目が、道路新設改良工事は安全に通行確保のために２１カ所の新設改良工事が上

がっております。この状況についてお尋ねをいたします。 

  ２点目が、住宅改修補助金です。この改修補助金の現在の進捗状況は、どのようになって

いるかお尋ねをいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 予定しておりました、平成２７年度道路新設改良事業は、２１件のう

ち既に完了しているものが１件、発注済みが１０件、発注準備中が８件、交付金の配当が減

額される工事が来年度発注となったものが２件とまずなっております。住宅改修補助金事業

ですが、本年度当初予算では５５０万円を計上していましたが、国の交付金を活用する理由

から平成２６年度より８００万円の予算を繰越し、事業を進めています。 

  なお、事業の進捗につきましては、１１月末時点において、申請件数が７９件、交付決定

額が５３０万円となっていますので、現時点においては平成２６年度繰越予算からの支出の

みとなっております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） 道路関係で今報告をいただきました。完成が１件、あと準備中が１

８件というように理解をしてるんですけども、先にも申し上げましたように第３四半期に入

りまして、あと３カ月余りあります。果たしてこの時期に、気候的にも勘案いたしますと大

変だなと思うんですが、その１点について一つお尋ねをしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 十倉土木建築課長。 

○土木建築課長（十倉隆英君） 工事の発注準備中が８件ということで、本年度用地の取得な

り補償、あと業務委託のほうを現在進めている路線でございますので、早期の発注を目指し

まして今後も取り組んでまいりたいというふうに考えております。 

  以上です。 
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○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） では続きまして、水道関係についてお尋ねをいたします。 

  簡易水道の施設の整備ということでありますけれども、この状況についてお尋ねをいたし

ます。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 簡易水道事業、和知地区の統合簡易水道整備工事につきましては、工

事契約率８０％、進捗率は５３％となっております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） 西部簡易水道につきましては、今日合併前から取り組みはされまし

て、ちょうど平成２６年度で３８億円の投資がされております。あと、最終年度が平成２８

年度とお聞きをいたしております。この間で果たして、当初計画が１年間でできるのか、そ

のあたりをお尋ねいたします。 

○議長（野口久之君） 山内水道課長。 

○水道課長（山内和浩君） 全体統合簡易水道事業につきましては、平成２８年度までの事業

ということで、国のほうからもありますので、来年度を最終年度とさせていただいておりま

す。残事業があるわけなんですが、分母となっておりますのは認可また、事業評価の際に全

体事業費として計算させていただいたものでありまして、また当初の計画から変更されてお

るもの、また工法変更させていただいたものということもありますし、請負残というような

こともありますので、最終的には予定しております工事を平成２８年度に完成したいと思っ

ておりますが、最終の分母に対しましての進捗率が１００％になるかという点につきまして

は、９０何％で終わるとか、そういうこともあり得ると思いますが、予定しております工事

を来年度実施したいと考えております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） 平成２８年度を最終年度とされておりますので、これから予算編成

の時期も来ようかと思います。慎重審査をいただきまして、スムーズに工事が完了すること

をお願いをしておきたいと思います。 

  それでは続きまして、平成２６年度におきます繰越明許費の状況についてでありますが、

これは地方自治法等で制定をされておりまして、６月１８日でも報告をいただきました。こ

れに基づきますと、一般会計で２６件、特別会計で２件、総合金額で１１億４，０００万円
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ほどを報告いただいております。その後、その主なものについてお尋ねをしていきたいと思

います。 

  まず、総務費の支所財産管理費についてお尋ねをしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 和知支所財産管理事業の繰越分ですが、５事業のうち４事業が完了し

ております。残りの和知駅前トイレ整備工事については、１２月末完了の予定でございます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） では、農林水産業費と林業費についてお尋ねをしていきたいと思い

ます。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 農地保全事業につきましては、農林漁業事業関係補助金１件が完了し、

災害復旧事業補助金９件が完了しております。 

  暗渠排水工事は３件中２件が完了し、１件の契約事務を進めております。 

  農林水産業費ですが、森林管理道開設工事、塩谷長谷線につきましては、５工区５４０メ

ートル、６工区３８０メートルがそれぞれ完了しております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） 続きまして、商工費です。２件お尋ねをしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） まず、まるごと観光新たな魅力づくり事業についてですが、大きな柱

の一つであります情報発信の基地整備である、インターチェンジ付近や既存の道の駅などへ

の観光看板の設置、あるいは町営バスへのラッピング、既存の道の駅へのインターネット環

境の整備については、現在、業者発注の手続を行うなど事業を推進しているところでありま

す。 

  もう一つの観光費の中の観光フードツーリズム事業でございますが、観光素材づくりとし

て、瑞穂マスターズ農園を拠点とした新規就農の仕組みづくりに取り組んでおりまして、今

年度新たに１１名、１６区画の農園の新規申し込みをいただき、合計で１６名、２４区画の

利用をいただいているところでございます。手軽に農業を体験できることから新規就農まで

のサポートの仕組みづくりとして、関係する部署による横断的な体制について、現在協議を

進めている段階であります。 
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  以上です。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） 今回、補正予算で計上されておりますが、それは看板と聞いたんで

すが、この繰越明許費プラスそれでいいのかどうかお尋ねをします。 

○議長（野口久之君） 山森商工観光課長。 

○商工観光課長（山森英二君） 先ほども町長の答弁にありましたように、新たな魅力づくり

のプロジェクト事業の中で、看板の設置というのも入れております。特に箇所につきまして

は、縦貫道が開通したということでございますので、三つの縦貫のインターの出口付近、そ

してまた既存の道の駅に観光の看板を設置する予定にしております。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） 次に、土木費、道路橋梁費についてお尋ねをいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 平成２６年度繰越事業として予定しておりました案件は、全１５件発

注済みであります。そのうち１１件が完了しております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） それでは続きまして、災害復旧費、これ４点、もとい３点。農林水

産費と農林水産費の林道災害復旧費、公共施設費についてお尋ねをいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 災害復旧費、農地・農業施設災害復旧事業につきましては、平成２５

年災害、大町頭首工、広野水路、谷水路の３件が完了しております。また、平成２６年災害

につきましては、７件中５件が完了し、２件が公告中であり、早期完成に向けて取り組んで

おります。降雹被害を受けた、北部堆肥センター屋根改修工事につきましては、事業完了を

したところであります。 

  もう一つ災害普及の農林水産費ですが、林業施設災害復旧事業につきましては、単独災害

復旧工事箇所、１件が発注済みであり、残り８７件につきましては、現在、調査中でありま

す。 

  もう一つ災害復旧費で、平成２６年度繰越事業として、予定しておりました案件につきま

しては、全件完了しております。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 原田君。 
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○８番（原田寿賀美君） 続きまして、水道事業費。水道施設費の簡易水道事業費の状況につ

いて、お尋ねをいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 平成２６年度繰越の簡易水道事業につきましては、全て完了いたしま

した。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） じゃあ、続きまして、事故繰越の部分に当たります、一般会計土木

費１件につきまして、お尋ねをいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 用地取得費の一部を繰り越しているものなんですが、対象土地に設定

されています権利等の抹消手続に時間を要しておりますが、今年度内の予算執行に向けて協

議を進めております。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） これからは、平成２８年度の予算に向けて、予算編成の時期だと思

います。先の町長の方針の中でも、平成２８年度の当初予算に向けて基礎づくりを固めたと

いうお言葉をいただいておりますんで、それに上塗りをしていただいて、予算編成の時期に

入りますので、医療福祉の充実、さらには住民に直接関連をいたします日常生活に向けての

事業を優先をしていただきたいのと、今ご答弁いただきましたように、繰越に余り頼らない

予算編成もしていただきたいと思います。 

  事情はよくわかるんですけども、やっぱり予算を編成する場合に、事業であれば十分吟味

をしていただいて、まず問題になります用地買収、地元の地権者との話し合い等々も十分に

煮詰めていただいて、９０％見込みのあるものに予算編成をしていただくことをお願いして、

次の質問に入りたいと思います。 

  ２点目になりますけども、京都府では現在、森林環境税の導入について審議がされており

ます。この部分につきまして、当町にどういった形での協議等があったのか、お尋ねをいた

したいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 京都府独自の森林環境税として検討されております、仮称「京都府豊

かな森を育てる府民税」については、これまでの府議会における議論や導入に向けた決議等
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を踏まえ、現在、京都府１２月定例議会に関連条例案が提案されているところであります。 

  府内市町村への説明等につきましては、昨年９月に概要説明、また本年７月以降に計３回

の説明会等が開催されまして、導入に向けた経過や今後の予定等について説明を受けたとこ

ろであります。 

  課税方式としましては、平成２８年度から平成３２年度までの５年間において、個人府民

税均等割に６００円を上乗せする超過課税方式により、徴収する案が示されているところで

あります。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） 新聞によりますと、一応この納税額は６億８，０００万円というよ

うにお聞きいたしております。また、この税金の用途ですけれども、やっぱり交付金制と補

助金制という文言も出ております。 

  私心配するのは、納税者に全て課税がされるということになりますんで、山林等に全く関

係のない納税者、このあたりの取り扱いについては、どのようになっているのかお尋ねをい

たします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） これは、主に今まで関係ないと思っていらっしゃった方に、森林の利

益をこうむってますよということを知ってもらうためにも導入されてます。そういう趣旨で、

単に木とかいう意味じゃなしに、我々の生活を森林がしっかりと守ってくれてるということ

で、等しく６００円負担してもらうという趣旨ですので、そのようにご理解いただいたら結

構です。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） あと、これは府税関係になるんですが、当町にはそういった賦課と

いいますか、課税というのも関係なくなるということでいいんでしょうか。 

○議長（野口久之君） 松山税務課長。 

○税務課長（松山征義君） ただいまのご質問でございますけれども、従来から住民税につき

ましては府民税分、町民税分合わせて町で課税をさせていただき、府民税分につきましては、

その分を京都府さんのほうにお送りをさせていただいておると。その中に、さらに６００円

分が加算されるという理解をさせていただいております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 原田君。 
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○８番（原田寿賀美君） 納税関係はわかりました。それが、６億８，０００万円された場合

に、京丹波町としてどういう形で交付金、補助金対象がいただけるのか、そのあたりをわか

っておれば、お尋ねしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 栗林農林振興課長。 

○農林振興課長（栗林英治君） 現在の町として情報をいただいておるところではございます

けれども、この税につきましては先ほど答弁が町長のほうからございましたように、やはり

森林というものが住民、国民に与える影響は非常に重要なものであるというようなことから、

この税の部分については、まだ京都府のほうでは検討されておるわけではございますけれど

も、森林整備であるとか、また木材利用の関係について、利用されていくものというように

聞かせていただいておるところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） 平成１７年に導入されました産業廃棄物税、これについて当町はど

のようにかかわっているのかお尋ねをいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 産業廃棄物税は、産業廃棄物の発生抑制やリサイクルを推進し、最終

処分量の削減を目的とした京都府税です。産業廃棄物の最終処分場への搬入に対して、産業

廃棄物の種類によって定められている重量換算率により得た重量を課税標準として、１トン

あたり１，０００円が、排出事業者または、中間処理業者に課税されます。その税を一旦、

最終処分業者が受け取り、京都府に申告納付することとなっております。 

  なお、京都府の平成２６年度歳入決算額は、６，２４９万７，０００円余りで、その使途

は、排出事業者や処理業者等が実施する「産業廃棄物減量化あるいはリサイクル技術開発

等」や「リサイクル施設整備」への支援、また、「産業廃棄物処理情報の共有化等の推進」

などの環境施策関連事業等に活用されております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） 今ご答弁いただきまして、主に産業廃棄物を取り扱う事業者、直接

のものだというふうに理解したんですが、本町においても美化作業等々環境面での取り組み

はされております。担当してます船井衛管あるいは、瑞穂にあります工場ですね。こういっ

たところは、どのような形でかかわっておられるのか、わかればお尋ねをしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 
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○町長（寺尾豊爾君） 船井衛管は一般廃棄物の取り扱い事業です。これは、京丹波町にたま

たまあるんですが、産業廃棄物最終処分場があるんですが、これは産業から出た廃棄物とい

うことです。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） それでは、最後の質問になるわけなんですけれども、少子化に対す

る適切な教育行政についてということで、お尋ねをしていきたいと思います。 

  まず、少子化が進行する本町にあっては、近い将来学校運営に危機感が到来すると思いま

すが、小中一貫校の考えはないのかお尋ねをしておきたいと思います。 

○議長（野口久之君） 朝子教育長。 

○教育長（朝子照夫君） 小中一貫校の具体的な計画についてでありますが、これまで全国で

地域の実情に応じた小中一貫教育の取り組みが進められており、その背景の一つとして少子

化等に伴う学校の社会性育成機能の強化の必要性が上げられております。現在本町では、小

学校・中学校の連携の強化、義務教育９年間を通した系統性・連続性に配慮した取り組みと

して、町内小・中学校の教員がともに参加する中学校ブロック別研修や小中連携加配等を活

用した中学校教員による小学校での授業などを行っているところでございます。 

  地域とともにある学校づくりの観点から、小中一貫教育の導入に当たっては、学校関係

者・保護者・地域住民との間において、その方向性や方針を共有して考えていくことが重要

ですので、今後も継続して研究してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） 私もある機会で和知地区内の小中学校の責任者の方とお話をさせて

いただく機会がありました。ここで５年、１０年先の小中学校を考えたときに、本当に危機

感を感じておると。現在でも、中学校あたりのクラブ活動等々については、子どもたちが求

める種目ができないというような悩みも、現に起きておるようでございます。そういった形

で本当に危機感を感じておられますけれども、教育委員会としてどのように受けとめておら

れるのか、お尋ねをいたします。 

○教育長（朝子照夫君） それぞれ各小中学校とも少子化によりまして、小規模な学校になっ

ております。それぞれ学校でいろいろな学習の形態とか、あるいはクラブ活動等も工夫をし

ていただいておりまして、例えば２つの中学校が１つのチームで大会に参加できるようなと

ころにもなっておりまして、これも本町だけではなくて、他の市町にもたくさんそういった

ところがございまして、どことも同じような課題を抱えております。そういった意味で、ク
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ラブ等については合同での参加を認めるというふうなことにもなってきています。先ほども

少し言わせていただきましたけれども、全国的にもそういった小中一貫教育というのがかな

り工夫されておりまして、本町でも京都府内に小中一貫校が施設一体型のものもありますの

で、教育委員が視察したり、あるいは事務局が視察をしたりということで、そういった将来

に渡っての小中一貫教育のあり方について今それぞれの立場で研修したり、あるいは視察を

していろんな情報を収集しているというような状況でございます。以上でございます。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） ちょっと関連はするんですけれども、人口減、少子化に伴いまして、

京都府が１４年から５年間で２，０００人増という目標を持っております。これは、出生を

されます人数が１．３人ということになっております。本町の場合、今、京都府の人口ビジ

ョンが１５年度にまとめられるということを新聞で見ました。恐らく各市町村へ、その市町

村の状況報告がきていると思うんですが、そのあたり、もしわかれば、京丹波町としての目

標、取り組みをお聞きをしたいと思います。 

○議長（野口久之君） 久木企画政策課長。 

○企画政策課長（久木寿一君） 議員お尋ねの件につきましては、「まち・ひと・しごと創生

法」に基づくいわゆる地方創生の総合戦略に係ります人口ビジョンのことだというふうに思

いますけれども、京都府におかれます人口ビジョンにつきましては、自然減、いわゆる死亡、

出生の差、減少のほうですね、減少のほうの歯どめを２０４０年に向けて合計特殊出生率を

２．０７にすると。最終的に２０８０年に総人口を２２５万人にして、幼年人口比率を１６．

８％にするというビジョンをたてられております。本町におきましては、最終２０６０年を

視野にしておるんですけれども、中長期的な展望によりまして、戦略人口につきましては２

０４０年に１万人程度、２０６０年に８，１００人程度を維持していこうという目標をたて

ております。その中で、合計特殊出生率につきましては、２０４０年以降に２．０７、これ

は京都府と同じ数値になりますが、維持していこうということにしております。社会動態、

転入、転出の分につきましては、徐々に減少から増加のほうに転ずるようにしていきたいと

いうことで人口ビジョンを掲げ戦略のほう打ちたてているところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） それでは続きまして、幼保一元化に関連する質問を行いたいと思い

ます。寺尾町長は１９年を目標に保育や教育を受けやすい環境づくりのために幼保一元化を

目指しているというふうにお聞きをしておりますが、その後審議会等々での審議内容があれ
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ばお尋ねをいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 平成２７年２月１２日に子ども・子育て審議会より答申を受けました。

町立保育所と幼稚園のあり方については、幼保連携型認定子ども園の方向性を示していただ

きました。町としましては、２年にわたる慎重審議の上、導き出された答申内容を尊重し、

幼保連携型認定子ども園への移行を目標に定めて検討を進めております。本年度につきまし

ては、現場でお子様をお預かりする幼稚園教諭や保育士の交流の場の確保をはじめ、連携強

化や情報共有を図ることにより、組織内における地盤強化に努めまして、全ての子どもたち

に就学前の教育、保育を一体的に行える体制づくりを進めております。以上です。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） 例えば、下山分園が普通に稼働しておったとしまして、現在何名ほ

どの保育児が確保できているのかをお尋ねいたします。 

○議長（野口久之君） 津田子育て支援課長。 

○子育て支援課長（津田知美君） 本年度におきましては、下山地域にお住まいのお子様は上

豊田保育所に２２名、わちエンジェルに５名、合計２７名のお子さんが保育所に在籍してい

らっしゃいます。以上です。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） 現在してます条例に基づきまして、園児数が決定とされています。

わち保育所では９０人、みずほでは１００人、上豊田保育所で１２０人、下山で４０人とい

う数字があるんですけれど、現時点で現在の保育園、この条例をオーバーしたり減になって

いるところがあればお尋ねをいたします。 

○議長（野口久之君） 津田子育て支援課長。 

○子育て支援課長（津田知美君） 本年度におきましては、１２月１日の時点で上豊田保育所

定員１２２人に対しまして、１１２名の入所。それから、みずほ保育所につきましては、定

員１００人に対しまして９０名。わちエンジェルにつきましては、定員９０名に対しまして

５２名のお子様が入所していらっしゃいます。以上です。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） それでは、続きまして認定子ども園を設置されるとすれば、その建

設位置だとか、具体的な計画案は検討されているのかどうかをお尋ねをいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 町、子ども・子育て支援事業計画において幼保連携型認定子ども園へ
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の移行を目標に定め、取り組みを進めるとしていることから、計画期間であります平成３１

年度を目標年度に定め取り組みを進めてまいります。子ども・子育て支援新制度が本年４月

１日にスタートし、新制度のもとでの幼保連携型認定子ども園の運営が各自治体で始まった

ばかりですので、近隣府県における運営実態等を調査する中で、京丹波町としての特色を持

った認定子ども園が開設できるよう今後具体的な検討を進めてまいります。以上です。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） 以前から亀岡の事件以降問題になっております通学路の危険箇所、

本町では７０数カ所あるというふうにお聞きをしておりますが、改善状況についてお尋ねを

したいと思います。 

○議長（野口久之君） 朝子教育長。 

○教育長（朝子照夫君） 通学路の安全確保につきましては、最重要課題として取り組んでお

ります。平成２４年度の調査で通学路危険箇所としてあがってきました７７カ所の状況につ

いてでありますが、本年１０月現在において危険箇所７７カ所のうち、実施済みが５７カ所、

未実施が１２カ所、実施困難が４カ所、実施不要が４カ所となっております。通学路の安全

対策につきましては、平成２７年３月に策定しました京丹波町通学路交通安全プログラムの

取り組み方針に基づきまして、今後も関係機関との定期的な合同点検や対策の検討等に取り

組みまして、児童、生徒が安心して通学できるように通学路の安全確保を図ってまいるとい

うことでございます。以上でございます。 

○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） 今、詳しく説明いただきました。そこで問題になりますのが、最後

の数字ちょっとわかりませんが、４カ所、４カ所とおっしゃいました。この部分は現在通学

路として成り立っているのかどうか、その辺をお尋ねします。 

○議長（野口久之君） 中尾教育次長。 

○教育次長（中尾裕之君） 最後の実施困難箇所４カ所についてのご質問だと思いますが、こ

れにつきましては歩道設置要望というものがありまして、その近くに既に歩道がありまして、

設置が困難という箇所、また車のスピード出し過ぎといういわゆるマナー違反によるという

もの、交通マナーの向上によるもの。そして、警察官の常時の立哨という、交差点で常に警

察官に立っていてほしいという箇所がありまして、そこにつきましては警察官のほうもでき

るだけ立っていただくようにはしておるんですが、常時そこに立っていただくことは無理と

いうことで、できる範囲でお願いしているものでございます。以上、実施困難箇所というこ

ととなっています。以上でございます。 
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○議長（野口久之君） 原田君。 

○８番（原田寿賀美君） これも新聞報道によりますと、京都府警が春、夏、この亀岡の事象

を受けて検問をされると、あるいはされたという文言がありました。これを見ますと、年に

２回京都府下では２５カ所が対象になっているようです。その結果、３７０件あたりを検挙

をしたということが報道されておりました。これが直接京丹波町に該当するかは調査はして

おりませんけれども、やはり現場等々の改修に頼るのでは交通事故の発生は免れないと思い

ます。今後、当然危険箇所の改修は求めますが、ハード整備とともに地域ぐるみで教育委員

会が中心になっていただいて、交通安全、運転手のマナー、私も含めてですけれど、この盛

り上がりがないと何ぼ通学路を改修しても事故は防げないということがわかりました。そう

いったことを大事にこれから交通安全を重視をしていく。そして特にそういった現場には地

域の皆さんにお願いをしたり、あるいは学校現場の職員の皆さんが立ち会ったりしながら無

事に通学路の安全を確認をしていきたいということを申し上げ、私の一般質問を終わります。 

○議長（野口久之君） これで原田寿賀美君の一般質問を終わります。 

  これより、暫時休憩。２時４０分まで。 

休憩 午前 ２時３０分 

再開 午前 ２時４０分 

○議長（野口久之君） 引き続き会議を続けます。 

  次に、鈴木利明君の発言を許可します。 

  鈴木君。 

○１４番（鈴木利明君） １４番議席、鈴木利明でございます。平成２７年第４回定例会にお

ける一般質問を行います。質問は可能な限り提案型の質問に心がけていきたいと、こう思っ

ておりますので、よろしくお願いいたします。私は定例会が終われば、すなわち３カ月に１

回議会報告をまとめまして、地域の皆さんに１件１件お届けをしております。地域を回りな

がら目にとまることは地域社会の疲弊した姿であります。 

  お年寄りが多い、空き家が多い、留守宅が多い、荒れた農地が多い、網や電気柵で囲まれ

た田畑がやたらと多い、まさにこれが農村の現実の姿でございます。そして、訪ねた私に対

して何かを訴えたい、あるいはまた何かを聞いてほしい、こんな不安げな様子のお年寄りの

皆さんに多く会う機会でもございます。これらの実情を政策を語るもの、また行政の身に当

たるものがしっかりと直視をしまして、この今日的政治課題に真摯に取り組んでいかなけれ

ばならない、このことを指摘をして本論に入ります。 

  その第一は新庁舎の建設についてでございます。まず、この新庁舎の建設について質問を
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いたします。本件につきましては、今日まで何回も議員の皆さんから、同僚の議員の皆さん

から質問をされました。その都度、町長はいずれ第２次総合計画には折り込まないといけま

せんですなと、こういう答弁に終始されてまいりました。今日は町長の一歩踏み込んだ答弁

を期待いたしまして、質問に入ります。新庁舎の建設は本町にとって大変重要な、そして大

きな課題であります。私は今や決断すべき時期に至っていると、こう考えています。すなわ

ち、畑川ダムの竣工から始まりまして、「丹波マーケス」の方向づけ、京都縦貫道の全線開

通、さらには先ほどの道の駅「京丹波 味夢の里」のオープンなど、大きな課題は町長を中

心にして順次完成を見ました。 

  加えて、若者たちが世界に羽ばたくアスリートを養成する府関連工事も着々と今、進んで

おります。私はこのような状況下にある今、新庁舎の建設の具体的な検討に入る条件は整っ

たと考えております。子や孫たちに大きな負担を残すべきでないという意見もあることは承

知をいたしております。 

  しかし、現状のままで長く対応することができるのなら、これも一つの選択肢と考えます。

しかし、現在の建物は築後５６年を経ておりまして、早晩、着手しなければならない現状を

見ますときに、今や決断のときと考えます。ここで町長のご所見をお伺いいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 新庁舎の建設ですけれど、これまでにも何度かご質問をいただいてま

いりました。合併特例債使ってしとかんと後で損するのと違うかという趣旨の話もありまし

た。あるいは、防災拠点の中心施設なので早く建てかえたほうがよいでというお話もいただ

きました。 

  私のほうから第２次総合計画に盛り込んでもらえるでしょうという答弁に終始していたと

思います。そういうことがあって合併１０周年の節目ということもあって、機運も余り高ま

っていないとは思いますけれど、中では関係者の中では高まっているかなと思っています。

具体的にそういう話をしたらやっておいたほうがよいということだと思うんですが、財源、

確かに合併特例債、本当に活用すべきだと思っています。あるいは、第２次総合計画にもき

ちっと表記されると信じております。そうしたことから、来年度から本当に具体的な検討を

進めてまいりたいというふうに考えております。以上でございます。 

○議長（野口久之君） 鈴木君。 

○１４番（鈴木利明君） 今、町長から来年度から具体的な検討に入りたいという具体的なお

話をいただきました。私の心の中では早くやってほしいという気持ちは燃えたぎっておりま

すので、あわせてこのことを申し上げて質問を続けたいと思います。現在の庁舎は３棟に分
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かれておりまして、まさにつぎはぎの状態であります。来庁者には大変わかりにくい配置で

ございます。言うまでもなく町民庁舎というのは、町民結集のシンボルとなる館であります。

すなわち、一つには行政の拠点であります。二つには、業務の中枢であります。三つには防

災の司令塔であり、四つには情報発信の基地でもあります。新しいまちづくりを進める中で、

京丹波町の新時代に向けて、躍進する拠点づくりというのは私は絶対的に必要であると考え

るものでございます。今、先ほど具体的に検討に入りたいというお話をいただきました。建

設に当たりましては、場所も選定、分散する組織の統合などを含めてレイアウトをどうする

のか。先ほど町長がおっしゃった、合併特例債のお話、資金計画など検討課題というのがま

さに多岐にわたります。同時に、準備には多くの時間を要します。 

  したがって、私はまずは庁内に担当部署を設置してほしい。そして、委員会組織を立ち上

げてスタートさせる。そして、庁舎は木造とするなどの基本計画をまとめて、もっと具体的

に申せば、５年後の完成を目指して具体的な検討に着手すべきと私は考えます。先ほどの町

長のご答弁を含めまして、私の今までの質問に対して町長のご所見があれば、お伺いをいた

します。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 新庁舎建設に当たりましては、ご指摘のとおり多岐にわたる検討が必

要であります。 

  現在その事前準備としまして、実務担当者による調査研究を順次進めつつあるところでご

ざいます。今後におきましては、来年度からの具体的検討に向けて担当部署の設置と、その

推進体制を整えてまいりたいと考えております。以上です。 

○議長（野口久之君） 鈴木君。 

○１４番（鈴木利明君） 先ほどのお話と今のお話を考えますときに、推進体制を整えて、そ

して来年度から具体的な検討に入りたいというお話でありました。新庁舎の完成は私は必ず

や町の活性化及びひいては多くの経済効果が期待されております。私はこのような大事業、

責任者たる当事者が計画から完成までをしっかりと見据え、責任を持って事業の完遂に至る

まで事に当たるべきだというふうに考えます。このことを特に申し添えまして、次の質問に

移ります。 

  ２つ目は教育行政についてでございます。資料をお手元に用意させていただきましたので、

ごらんいただいたらうれしゅうございます。教育行政についての質問の第一点は、新しい教

育委員会制度についてでございます。地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改

正する法律が４月１日に施行され、新しい教育委員会制度がスタートしました。今回の教育
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委員会改革の目的たるは、一つは教育行政における責任体制の明確化を図ること。二つには

教育委員会審議の活性化を図ること。三つ目には地域住民を代表する町長との連携強化。こ

の３点に集約されようかと思います。これをより具体的に申せば、その一つは教育委員長と

教育長を一本化した新教育長を設置することであります。二つ目には教育長へのチェック機

能の強化と会議の透明化を図ること。これが二つでございます。三つ目には総合教育会議を

設置すること。四つ目には教育に関する大綱を町長が策定すること。この４点に集約されよ

うかと思います。 

  そこで、第１点に申しました新教育長につきましては、町長が直接任命をして任期は３年

となりますけれども、選任は任期到来より順次新教育長に移行すると定めておりますので、

本町は現任のままで、現在新教育長の任命の提案がされているところでございます。 

  そこで、お尋ねする第１点は総合教育会議についてでございます。総合教育会議は町長と

教育委員会が協議の場として設置するものでありますけれども、会議は町長が招集すること

となっております。質問いたしますことは、町長はいつこの総合教育会議を招集・設置され

たのかお伺いします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 本町では、京丹波町総合教育会議設置要綱を平成２７年８月１日に施

行し、本要綱に基づき、９月２４日に第１回総合教育会議を開催したところでございます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 鈴木君。 

○１４番（鈴木利明君） ９月２４日に会議を開催されたということを承りました。 

  お尋ねする第２点は、教育に関する大綱の策定についてでございます。 

  大綱とは教育の目標や施策の根本的な方針でありますけれども、総合教育会議において、

町長と教育委員会が協議・調整、町長が策定すると定めております。町長は、どのような経

過を経て、どのような大綱を策定されたのか、お伺いをいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 京丹波町の教育に関する大綱につきましては、第１回総合教育会議に

おきまして、教育委員会の皆様と協議する中で、平成２６年４月に教育委員会において十分

な審議の上、策定いただきました京丹波町教育振興基本計画を大綱として位置づけることと

しまして、町ホームページにて公表したところでございます。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 鈴木君。 
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○１４番（鈴木利明君） ご答弁いただきました教育振興基本計画を流用したと。多くの自治

体でもそのような例を見ることをいろんな調査の中でわかったところでございます。 

  次に、教育長の教育目標について、お尋ねをいたします。 

  朝子教育長さんには、長きにわたって教員生活のご経験を踏まえ、教育行政の先頭に立っ

て来られました。教育長は、今日まで児童や生徒を育成すべく、どのような方針のもとに教

育行政に当たってこられたのか、改めてお伺いをいたします。 

○議長（野口久之君） 朝子教育長。 

○教育長（朝子照夫君） 本町の教育は、先ほどもございましたが、平成２６年４月に策定を

いたしました京丹波町教育振興基本計画を踏まえまして、「学校・家庭・地域総がかりで育

む子育てからひとづくり」を基本理念といたしまして、また、目指す子ども像を「元気なあ

いさつ、明るい笑顔、仲間を大切に未来に向かって進む京丹波っ子」としております。児童

生徒に確かな学力、豊かな人間性、健やかな体といった知、徳、体のバランスのとれた力で

あります「生きる力」の育成に努めていきたいと考えてきました。また、子どもにとって、

よりよい教育環境の実現と「地域の子どもは地域で育てる」という認識のもと、地域のつな

がりや、自然、伝統文化など、さまざまな力を活用しながら社会総がかりで教育を推進して

いきたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 鈴木君。 

○１４番（鈴木利明君） ありがとうございます。 

  次に、三つ目として、竹野小学校の現状と対応について、質問をいたします。 

  本町の教育体制は、ご案内のとおり小学校５校、中学校３校の体制でございます。この中

にありまして、丹波地域には小学校が３校あります。ひかり小学校、下山小学校、竹野小学

校であります。この中で、小規模校たる竹野小学校の現状と対応について、お伺いをします。 

  まず、竹野小学校の児童数と授業体制について、お伺いをいたします。 

○議長（野口久之君） 朝子教育長。 

○教育長（朝子照夫君） 現在、竹野小学校の児童数は２７名で、授業体制は１年、４年、５

年、６年生が単学級、それから、２年、３年生が複式学級、それから特別支援学級が１学級

ございまして、計６学級で授業を行っております。 

  なお、複式学級におきましては、基礎教科では単学級で授業ができる体制をつくっており

ます。 

  以上でございます。 
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○議長（野口久之君） 鈴木君。 

○１４番（鈴木利明君） 児童数が２７名、その中で複式学級が２年と３年で、いわば２年と

３年で一緒に授業をなさっとると、こういうことであります。１人の先生が２学級を担当し

て大変負担も多いだろうし、受ける子どもたちも大変な面も多々あろうと思いますけれども、

複式学級においては、学年別に授業をなさる方式と、そして一体で進められる方式もあろう

というふうに書籍を調べる中でありましたけれども、いずれにいたしましても、２年と３年

が複式学級の授業下にあるということでございます。 

  そこで、少人数の中で競い合う力、どのようにして醸成されているのかを次にお尋ねをい

たします。 

  多くの児童が競い合って、ともに切磋琢磨して児童は成長していく、その中から他を思い

やる心も生まれると。竹野小学校は少人数の中でどのような工夫のもとに競い合う力、心を

醸成されているのか、お伺いをいたします。 

○議長（野口久之君） 朝子教育長。 

○教育長（朝子照夫君） 竹野小学校は、「かしこく、やさしく、たくましい、若竹っ子」を

目指す児童像として、保護者・地域社会から信頼され、児童にとって魅力ある学校づくりに

取り組んでおります。少人数の中での競う力は、みんなでともに競走して高まることを目指

し、全校マラソンで記録を競い合ったり、低学年・中学年・高学年に分けての取り組みを増

やすなど、少人数のメリットを最大限に生かし、また、デメリットを克服する取り組みを実

施をしております。先日行われました南丹・船井小学校駅伝競走大会では、これまでの取り

組みの成果が出たすばらしい成績を上げたところでございます。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 鈴木君。 

○１４番（鈴木利明君） 次に、竹野小学校の統合について、お尋ねをいたします。 

  ますます少子化が進む中で、友達も持てない、教育体制も組めない、次なる策として行き

着くところが統合であります。 

  私の母校、明俊小学校も１００年余の歴史を閉じて、統合されました。寂しい限りでござ

います。私は、統合についての選択は地域の皆さんに委ねるのが一番よいのではないかと、

このように考えておりますけれども、教育長さんのご所見をお伺いいたします。 

○議長（野口久之君） 朝子教育長。 

○教育長（朝子照夫君） 学校規模の適正化の検討は、あくまでも児童の教育条件の改善を中

心に据えまして、学校教育の目的や目標をより実現するために行うべきものと考えておりま
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す。地域とともにある学校づくりの観点から、統合については、総合的な見地から分析を行

い学校関係者・保護者・地域住民との間において、共通理解を図りながら考えていくことが

重要であると考えております。現時点では具体的なことは考えておりませんが、今後の検討

課題であると思っております。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 鈴木君。 

○１４番（鈴木利明君） 竹野地域の皆さんが、今、教育長のお話がありましたように、地域

を挙げて子どもたちを温かく育んでおられることは常々よく承知をしております。問題は、

子どもたちが成長する過程で、また学校を終えて社会人となったときに、他に負けずに、力

いっぱい頑張れるのか、この育成が絶対的に必要であります。 

  教育は、毎日の積み上げであります。常に子ども本位の思考が大切だ、基本だと、このよ

うに考えるものでございます。 

  私からの教育長さんへの質問は以上でございます。 

  朝子教育長さんには、任期満了をもって退任なさること、本当に長い間、ご苦労さまでご

ざいました。お世話になりました。惜別の念、ひとしおに存じております。どうぞ、御身ご

自愛をいただきまして、引き続きまして当町発展のためにお力添えをいただきとうございま

す。 

  次に、ふるさと納税について、質問をいたします。 

  ふるさと納税は、ふるさとを離れ、都会で就職し、納税するけれども、その一部を生まれ

故郷に還元できたらという考え方から、平成２０年より始まった制度でございます。 

  正式には、ふるさと寄附金という制度でありまして、平成２７年より確定申告が不要とな

った。金額も住民税所得割部分で１割から２割に増額されたと。このように条件が緩和され

て、不特定多数から税を集める手段として、今や、まさに大騒ぎの状態でございます。 

  特に、注目すべきことは、来年度から法人税のふるさと納税制度が創設される方向でござ

います。まず、たびたび本件に関して議員のほうから質問がございましたけれども、まず、

お尋ねする第１点は、本町のふるさと納税の金額と件数をお伺いいたします。 

  また、本町より他市町村へふるさと納税をされている金額と件数がわかる範囲で教えてい

ただけたらうれしゅうございます。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 平成２７年１１月末現在における本町へのふるさと納税の申し込み金

額ですが１，５８１万１，０００円、申し込み件数は８４０件となっております。また、住
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民税の課税状況調べで把握している平成２６年度中に本町から地方公共団体に寄附された金

額は１８万１，０００円、８件となっております。 

  以上です。 

○議長（野口久之君） 鈴木君。 

○１４番（鈴木利明君） １，５８１万１，０００円、８４０件という多数な成果を上げてい

ただいております中で、ほかへの件数というのは８件しかないということで、うれしゅうご

ざいます。 

  ふるさと納税は、いろいろ言われておりますように、やり方によっては税収が増える。観

光客が増える。雇用が増える。移住者も増える。よいことばかり言われておりますけれども、

そうそう簡単ではありません。 

  他方、成功している事例も多くありまして、平成２６年ふるさと納税の全国第１位は長崎

県の平戸市でございまして、１２億８，０００万円ほどでございます。２位は佐賀県の玄海

町、３位は北海道の士幌町で、いずれもその額は９億円を超えております。 

  先ほど町長から本町の他市町へのふるさと納税の実績をお聞きいたしました。１８万１，

０００円、８件ということでございます。 

  群馬県の太田市では、ふるさと納税を受けたのが１，３００万円に対しまして、他へのふ

るさと納税は２，８００万円、実に差し引き１，５００万円の赤字という事例もございます。 

  そこで、いろいろふるさと納税を調べた中で、私の参考とする資料を得ましたので、お手

元に届けておきました。資料２でございます。これはちょっと簡単に説明しますと、ふるさ

と納税、長野県の下伊那郡、阿南町の取り組みでございまして、寄附金が１億６，０００万

円、支出が１億４，０００万円、差し引き１，６５０万１，５０９円が阿南町の収入になっ

ております。２６年の三昧実績はまだ集計中ということでありまして、ほぼ２億円には至ろ

うということでございます。 

  支出の中で米の仕入れ、精米、発送の経費を引いたものの残りが１，６００万円、町に入

っておるわけです。そこで、お礼の産品の一つの例を申せば、１万円で２０キロの産品の礼

があるということで、１斗５升ですかな、１斗５升で１万円ということでございます。次に

高いのが１万円で１５キロでございました。これ１市町村で。ほかは全部１０キロというこ

とでございます。 

  それと、もう一つは、阿南米と称してコシヒカリ、あきたこまち、天童乙女のブレンドを

やって、阿南米として送っておる。発送は、１０キログラムを単位にして、１回２袋までや

ということで、要するに金額によって、希望によって消費者の皆さんに送っておるというこ
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とで、まさに阿南町が米蔵というような対応をしてきておるということございます。取り扱

い作業は法人を二つ設立して、１０人で精米とブレンド、それから発送、この二つをやって

おるということでございました。 

  阿南町の考え方は、町内の農家を支援する寄附者と農家をつなぐということで、発想の転

換をなさっておるというふうに承知しました。ここの魅力は、１万円で２０キロということ

と、米蔵というようなことをして、消費者が欲しいときに米を届けてもらえるということで

あろうかと思います。 

  時間もありませんので、町長はたびたび農の基本は米にありと言われております。阿南町

の特徴は今申しましたように、阿南米を中心に町民全体が潤う体制を構築している点であろ

うかと思います。 

  私は、ふるさと納税はローカル・アベノミクスでありまして、地方創生納税と捉える発想

の転換が必要だと思います。すなわち、税を町がひとり占めするんでなしに、町の経済が循

環する中で、町民みんなが潤う体制をつくっておる、このことが阿南町の特徴であろうとい

うふうに思います。町長のご所見がございましたら、お伺いをいたします。 

○議長（野口久之君） 寺尾町長。 

○町長（寺尾豊爾君） 現在、本町におきましては、町内の道の駅を通じて米・野菜を初めと

する町内での生産・製造されたものをふるさと納税の特典として送付しております。 

  地元特産品を活用することで、生産者の所得向上及び生産・販売意欲の醸成につながって

いるものと考えております。 

  今、鈴木議員さんが言わはった、やっぱり主食である米をしっかりと育てていかんと、ほ

かのことであんまりやっとっても、豊作、不作とか、いろんなことで非常なダメージを受け

ることもありますよという、そういう考え方を持っております。 

  それにしましても、このふるさと納税を一つの商業的に運用してはるとこがあって、そこ

が成功しているかのように見えますけれど、私から言うと、こんなん大分赤出してはるなと

いうふうに受けとめてます。どこということはなしですよ。こんなんやったら、とても採算

に乗らへんというか、民間では。役所やから、こんなことできとんやろなというふうに思っ

てますので、いろいろご提案いただいて、このふるさと納税をしっかりと京丹波町の中で成

果が上がるように頑張っていきたいと、そんなことだけ申し上げておきます。 

  以上でございます。 

○議長（野口久之君） 鈴木君。 

○１４番（鈴木利明君） ありがとうございました。１１月３０日に、自民党の税務調査会、
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自民税調でございますが、来年度から法人のふるさと納税制度を創設する方針を決めました。

これは、法人住民税の最大３０％を限度とする大変魅力ある制度でございます。しっかりし

た効果ある対応が必要であると私は考えます。 

  どうすればよいのか。具体的に申せば、町内にある企業で本町に本社を登記してない企業

さん、それから、町外にある企業で本町に関係のある企業などのリストアップをきっちりし

て、個別に丁寧な要請を行っていくことが効果的だと考えております。 

  多くは先ほど申しましたように、お礼産品を目当てとする個人ではなくって、法人はまた

違った展開が期待できるのではないだろうかというふうに私は考えております。 

  いずれにいたしましても、ふるさと納税、個人・法人ともに、より積極的な取り組みを求

めまして、私の質問を終わります。 

○議長（野口久之君） これで、鈴木利明君の一般質問を終わります。 

  以上で本日の議事日程は全て終了しました。 

  よって、本日はこれをもって散会いたします。 

  次の本会議は、明日１１日に再開しますので、定刻までにご参集ください。 

  ご苦労さまでございました。 

散会 午後 ３時１７分 
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地方自治法第１２３条第２項の規定により、署名する。 
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